
○ 都市再生整備計画による一括採択や提案事業のように、まちづくり交付金ならではの使いやすさ
もあり、今後もまちづくり交付金を活用したいとする市町村のニーズも高い今後もまちづくり交付金を活用したいとする市町村のニーズも高い。

まちづくりに関する総合的な支援措置

政策の効果等

【 対象施策 】 まちづくり交付金

・複数の事業を組み合わせた集中投資
によるシナジー効果

○まちづくり交付金が多様な課題に対応した都市再生の
推進に寄与しているか。

・事業間の流用が可能であることや一括
採択等の運用面での使い勝手の向上

・提案事業等の幅広い事業を活用した
創意工夫を活かしたまちづくりの推進

○まちづくり交付金が市町村にとって使いやすいまちづく
りツールとなっているか。

○まちづくり交付金により、総合的なまちづくりが集中的、
効率的に実現されたか。

○ まちづくり交付金により、地域の創意工夫を活かした
まちづくりが進められているか。

○行政、民間との連携、協働が図られているか。

【 評価の視点 】

【 評価の例 】

○分析例

まちづくり交付金
の目標別実施地
区数を整理。
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○分析例

【 評価のまとめ 】

Ｑ．都市再生整備計画の一括採択に
より、個別の補助事業を複数活用す
る場合に比べて、国に対する事務量
は軽減されたと思いますか？
（市町村アンケート）

使い勝手の向上

○分析例

行政・民間の連携・協働

住民との協働のまちづくりの事例を調査。
ＮＰＯ等からヒアリングを実施。

○分析例

○ まちづくり交付金は、様々なまちづくりの課題に対応した都市再生に活用でき、地域の実情地域の実情にに
応じた総合的応じた総合的なまちづくりを推進することが可能なまちづくりを推進することが可能な制度な制度であるである。

○ 一方、地区によっては目標を効果的に実現するための事業内容の確保が十分に図られていない、
規模の小さな市町村では財政面での理由等から活用割合が低いなど、まちづくり交付金の制度や
活用に関して課題もある。
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0 100 200 300 400

（地区数）

中心市街地活性化

防災

少子高齢化への対応

人口定着

観光・交流

アメニティの向上

交通利便性の向上

地域コミュニティの形成

その他

多様な事業の組合せによる総合的なまちづくりの推進

創意工夫を活かしたまちづくりの事例を調査

約６割の市町村がまちづくり交付金ならでは
の独自のまちづくりを実現。

非常に軽減された
１９％

まあまあ軽減された
４４％

あまり軽減
されていない

３７％

約８割の市町村でまちづくり交付金を活用した
ことによる計画的に予算確保ができたと回答。



●少子高齢化、環境、歴史・文化・景観を
活かした質の高いまちづくり等については、
今後の持続的なまちづくりを進める上での
重要な視点であるが、これらの社会的な
ニーズに対応した目標を掲げ都市再生に
取り組んでいる地区が比較的少ない。

●中小市町村においては、市町村負担分
の事業費が用意できないこと、まちづくりの
ノウハウが不足していること等の理由によ
り、まちづくり交付金を活用した都市再生を
推進することができていない。

●重点的に推進すべき分野におけるまち
づくり交付金の活用がより一層促進される
よう制度の充実を図る。

●まちづくり交付金をこれまで活用してい
ない中小市町村が、地域の課題に対応し
たまちづくりに積極的に取り組むことがで
きるよう、財政面における支援や、総合的
なまちづくりに関する情報提供や研修の
充実等まちづくりのノウハウに関する支援
の強化を図る。

●一部の地区においては、目標を効果的
に実現するための事業内容が必ずしも十
分ではない例も見られる。

●都市再生整備計画の公表等の取組みが
十分ではない例も見られる。

●また、住民等のまちづくりへの関心があ
まり高まっていないと感じている地区もあり、
住民等との連携・協働の更なる推進が課題。

まちづくり交付金は、様々なまちづくりの
課題に対応した都市再生に活用でき、地
域の実情に応じた総合的なまちづくりを推
進することが可能な制度であり、今後もま
ちづくり交付金を活用したいとする市町村
のニーズも高い。一方、地区によっては以
下のような課題もある。

●まちづくり交付金の活用によるまちづくり
をさらに効果的に進めるために、まちづくり
に取り組む市町村への優良事例の紹介等、
情報提供・支援の強化を図る。
●まちづくりの効果を持続させ、適切な改
善を踏まえた継続的な取組みを推進する
ためには、事後評価を通じた効果の検証、
今後のまちづくり方策の検討等が重要で
あることから、適切な事後評価の実施に必
要なノウハウ等に関する情報提供に今後
とも適切に取り組み、より一層の理解の促
進を図る。

●住民との連携・協働の基礎となる住民
等への周知の一層の充実を図る。
●平成20年度の制度改正において、市町

村都市再生整備協議会を交付対象とする
ことができるようになったことから、当該制
度の活用の推進を図る等、住民等との更
なる連携を推進していく。

主な課題 今後の対応方針

地域のまちづくりをさらに効果的に
進めるための改善

まちづくり交付金を活用していない
市町村への支援の強化

まちづくり交付金の社会的ニーズに
応じた分野への活用
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（評価書の要旨） 

テーマ名 

まちづくりに関する総合的な 

支援措置 
担当課 

（担当課長名）

都市・地域整備局、道路局、住宅局

とりまとめ 

都市・地域整備局まちづくり推進課

(課長 佐々木 晶二) 

評価の目的、

必要性 

・「稚内から石垣まで」を合言葉に国を挙げて取り組んできた「全国都市再生」を一

層推進するため、まちづくり交付金は「まちづくりに関する総合的な支援措置」とし

て平成 16年度に創設され、平成20年度までに全国延べ 1,518地区で活用されている。

・まちづくり交付金は、事業期間を概ね３～５年程度としているが、平成 20 年度に

おいては、制度が創設された平成 16 年度開始地区の大部分を占める事業期間が５年

間の地区が交付終了年度を迎え、事後評価を実施している。 

・このような、個々の地区における事後評価等を踏まえ、まちづくり交付金制度その

ものについて、評価・検証・改善等が必要である。 

対象政策 まちづくり交付金 

政策の目的 
地域の歴史・文化・自然環境等の特性を活かした「個性あふれるまちづくり」を実

施し、全国の都市の再生を効率的に推進することにより、地域住民の生活の質の向上

と地域経済・社会の活性化を図る。 

評価の視点 

評価にあたっては、まちづくり交付金ならではの特徴に着目して次の３つの視点か

ら、まちづくり交付金の成果を検証する。 

（政策評価の視点） 

・ 複数の事業を組み合わせた集中投資による相乗効果 

・ 提案事業等の幅広い事業を活用した創意工夫を活かしたまちづくりの推進 

・ 事業間の流用が可能であることや計画全体の一括採択等の運用面での使い勝手

の向上 

・ 具体的な検証項目としては、まちづくり交付金の「多様性」、「効率性・効果性」、

「創造性・主体性」、「運用性」、「透明性」の５項目である。 

（検証事項） 

・ まちづくり交付金が、多様な課題に対応した都市再生の推進に寄与しているか。

（多様性） 

・ まちづくり交付金により、総合的なまちづくりが集中的、効率的に実現された

か。（効率性・効果性） 

・ まちづくり交付金により、地域の創意工夫を活かしたまちづくりが進められて

いるか。（創造性・主体性） 

・ まちづくり交付金が、市町村にとって使いやすいまちづくりツールとなってい

るか。（運用性） 

・ 行政、民間との連携・協働が図られているか。（透明性） 

評価手法 

まちづくり交付金を活用し、総合的なまちづくりが全国でどのように進められ、ど

のような成果をあげることができたのかを、定量的、定性的に分析する。 

○ 都市再生整備計画の基礎的な分析…延べ実施地区 1,518 地区の都市再生整備計画

を用いて、多様な都市再生の課題に対応できる制度であること等を、計画の目標

や事業等のデータから整理・分析する。 

○ 事後評価結果を用いた分析…平成20年度までに事業完了する426地区の事後評価

結果を用いて、都市再生の実績を分析する。 

○ 市町村アンケートを用いた分析…まちづくり交付金の活用市町村や未活用市町村



へのアンケート調査により、制度の使い勝手等、制度の有効性を分析する。 

○ モデル地区によるケーススタディ…実際の活用事例から、まちづくり交付金の特

徴を活かしたまちづくりが実施されているか検証する。また、まちづくりに苦戦

した事例についても、その原因を検証する。さらに、ＮＰＯ等からもまちづくり

交付金を活用したまちづくりの効果等についてヒアリングを行い、評価に反映さ

せる。 

第三者の知見の活用…まちづくり交付金政策評価検討員会において意見を聴取。 

評価結果 

・ まちづくり交付金は、様々なまちづくりの課題に対応した都市再生に活用でき、

地域の実情に応じた総合的なまちづくりを推進することが可能な制度である。 

・ また、都市再生整備計画による一括採択や提案事業のように、まちづくり交付金

ならではの使いやすさもあり、今後もまちづくり交付金を活用したいとする市町村

のニーズも高い。 

・ 一方、地区によっては目標を効果的に実現するための事業内容の確保が十分に図

られていない、規模の小さな市町村では財政面での理由等から活用割合が低いな

ど、まちづくり交付金の制度や活用に関して課題もある。 

政策への反映

の方向 

○ 地域のまちづくりをさらに効果的に進めるための改善…まちづくり交付金の活用

によるまちづくりをさらに効果的に進めるために、まちづくりに取り組む市町村

への優良事例の紹介等の情報提供・支援の強化を図るとともに、より一層住民と

の協働を促進していくことが必要。 

○ まちづくり交付金を活用していない市町村への支援の強化…まちづくり交付金を

これまで活用していない中小市町村が、地域の課題に対応したまちづくりに積極

的に取り組むことができるよう、財政面における支援や、総合的なまちづくりに

関する情報提供や研修の充実等まちづくりのノウハウに関する支援の強化を図

ることが必要。 

○ まちづくり交付金の政策ニーズに応じた活用…中心市街地の活性化、歴史まちづ

くり、低炭素型まちづくり、公共交通と連携したまちづくり、少子高齢化対策等、

重点的に推進すべき分野におけるまちづくり交付金の活用がより一層促進され

るよう制度の充実を図ることが必要。 

第三者の知見

活用 

学識経験者等からなる委員会において意見を聴取。 

○名称「まちづくり交付金政策評価検討委員会」 

○委員構成 

黒川和美 法政大学 経済学部 教授 （座長） 

岸井隆幸 日本大学 理工学部 土木工学科 教授 

山内弘隆 一橋大学 大学院商学研究科 教授 

中井検裕 東京工業大学 大学院社会理工学研究科 教授 

浅田義久 日本大学 経済学部 教授 

西野 仁 国土交通省国土技術政策総合研究所 都市施設研究室長 

○開催趣旨 

定量的・定性的な面からの分析等によるまちづくり交付金の政策評価を検討。 

 
また、評価にあたり、国土交通省政策評価会から意見を聴取（議事録及び配布資料

は国土交通省ホームページに掲載）。 

実施時期 平成 19 年度～平成 20 年度 
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第１章 評価の目的、視点等 

 

 

1.1 政策レビューとは 

 

政策レビュー（プログラム評価）とは、国土交通省が行う政策評価の方式の一つである。「国土交

通省政策評価基本計画」（省議決定）に基づき実施するもので、実施中の施策等が目的に照らして所

期の効果を上げているかどうかを検証するとともに、結果と施策等の因果関係等について詳しく分

析し、課題とその改善方策等を発見するものである。 

政策レビューの実施テーマとしては、国土交通省の政策課題として重要なもの、国民からの評価

に対するニーズが特に高いもの、他の政策評価の実施結果等を踏まえ、より総合的な評価を実施す

る必要があると考えられるもの、社会経済情勢の変化等に対応して、政策の見直しが必要と考えら

れるもの等について選定し実施するものである。 

「まちづくりに関する総合的な支援措置」については、平成20年度の政策レビュー実施テーマと

して「国土交通省政策評価基本計画」に位置づけられている。 
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1.2 政策レビューの目的・必要性 

 

『稚内から石垣まで』を合言葉に国を挙げて取り組んできた「全国都市再生」を一層推進するた

め、まちづくり交付金は、「まちづくりに関する総合的な支援措置」として平成16年度に創設され、

平成 20 年度までに全国延べ 1,518 地区で活用されている。（平成 20 年度現在：事業実施中 1,428

地区、事業完了済90地区） 

まちづくり交付金は、事業期間を概ね３～５年程度としているが、平成20年度においては、制度

が創設された平成16年度採択地区の大部分を占める事業期間５年間の地区が交付終了年度を迎え、

事後評価を実施しているところである。また、平成19年度までの事業完了地区（事業期間が３～４

年間の地区）においては、順次、まちづくりの効果が発現しているところである。 

このように、個々の地区においては、ＰＤＣＡサイクルの考え方に基づき事後評価が実施されて

いるが、まちづくり交付金制度そのものについて、制度創設５年目を機会に、制度としての有効性

の評価・検証、改善等が必要である。【表1.2.1】 

 

■表 1.2.1 まちづくり交付金の政策評価の位置づけ 

 
個々の地区における 

まちづくり交付金のＰＤＣＡ 

まちづくり交付金そのものの 

ＰＤＣＡ 

Plan 
都市再生整備計画の作成・事前評価の

実施 

都市再生の推進に資するまちづくり交付金

制度の構築【平成 16 年度】 

Do 事業の実施 まちづくり交付金の交付【平成 16 年度～】 

Check 事後評価の実施 
まちづくり交付金の政策レビュー（政策評

価）【平成 20 年度】 

Act 今後のまちづくり方策・改善策の実施 
必要に応じて制度や運用等の改善【平成 21

年度～】 
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1.3 評価の対象・対象政策の目的 

 

本政策レビューの対象は、まちづくり交付金である。 

まちづくり交付金は、地域の歴史・文化・自然環境等の特性を活かした「個性あふれるまちづく

り」を実施し、全国の都市の再生を効率的に推進することにより、地域住民の生活の質の向上と地

域経済・社会の活性化を図ることを目的として創設された制度である。 

本政策レビューでは、平成16年度から平成20年度までにまちづくり交付金を活用した全国延べ

1,518地区の実績を踏まえ、まちづくり交付金制度について評価を実施する。 

 

 

1.4 評価の視点・手法 

 

（１）政策評価の視点 

まちづくり交付金ならではの特徴に着目して、次の３つの視点からまちづくり交付金の成果を

検証する。 

具体的な検証項目としては、まちづくり交付金の「多様性」、「効率性・効果性」、「創造性・主

体性」、「運用性」、「透明性」の５項目である。 

 
（評価の視点） 

① 複数の事業を組み合わせた集中投資による相乗効果 

② 提案事業等の幅広い事業を活用した創意工夫を活かしたまちづくりの推進 

③ 事業間の流用が可能であることや計画全体の一括採択等の運用面での使い勝手の向上 

 

 

 

 

 

（具体的な検証事項） 

① 「多様性」………………まちづくり交付金が、多様な課題に対応した都市再生の推進 

に寄与しているか 

② 「効率性・効果性」……まちづくり交付金により、総合的なまちづくりが集中的、 

効率的に実現されたか 

③ 「創造性・主体性」……まちづくり交付金により、地域の創意工夫を活かしたまち 

づくりが進められているか 

④ 「運用性」………………まちづくり交付金が、市町村にとって使いやすいまちづくり 

ツールとなっているか 

⑤ 「透明性」………………行政、民間との連携・協働が図られているか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■図 1.4.1 政策評価の視点 
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（２）政策評価の手法 

まちづくり交付金を活用し、総合的なまちづくりが全国でどのように進められ、どのような成

果をあげることができたのかを、定量的、定性的に分析を行う。 

 

① 都市再生整備計画の基礎的な分析 

……延べ1,518地区の都市再生整備計画を用いて、多様な都市再生の課題に対応できる制

度であること等を、計画の目標や事業等のデータから整理・分析する。 

② 事後評価結果を用いた分析 

……平成20 年度までに事業完了する426 地区の事後評価結果を用いて、都市再生の実績

を分析する。 

③ 市町村アンケートを用いた分析 

……まちづくり交付金の活用市町村や未活用市町村へのアンケート調査により、まちづく

り交付金の使い勝手等、制度の有効性を分析する。 

④ モデル地区によるケーススタディ 

……実際の活用事例から、まちづくり交付金の特徴を活かしたまちづくりが実施されてい

るか検証する。また、まちづくりに苦戦した事例についても、その原因を検証する。

さらに、ＮＰＯ等からもまちづくり交付金を活用したまちづくりの効果等についてヒ

アリングを行い、評価に反映させる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第三者の知見の活用 

……まちづくり交付金政策評価検討委員会において意見を聴取する。 
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1.5 実施体制 

 

まちづくり交付金に関する政策評価の実施方針から取りまとめを含む全般について、学識経験

者等から構成される「まちづくり交付金政策評価検討委員会」において意見を聴取する。 

①開催趣旨 

定量的・定性的、両側面からの分析等による、まちづくり交付金の政策評価を検討する。 

②委員構成 

 下表の名簿の通りである。 

■表 1.5.1 まちづくり交付金政策評価検討委員会 

学識委員 

黒川 和美  法政大学 経済学部 教授 （座長） 

岸井 隆幸  日本大学 理工学部 土木工学科 教授 

山内 弘隆  一橋大学 大学院商学研究科 教授 

中井 検裕  東京工業大学 大学院社会理工学研究科 教授 

浅田 義久  日本大学 経済学部 教授 

西野  仁  国土交通省 国土技術政策総合研究所 都市施設研究室長 

まちづくり交付金関係各課等 

河川局 河川環境課 流域治水室長 

道路局 地方道・環境課 地域道路調整室長 

住宅局 市街地建築課 市街地住宅整備室長 

都市・地域整備局 まちづくり推進課 都市総合事業推進室長 

都市・地域整備局 市街地整備課 再開発事業対策官 

都市・地域整備局 市街地整備課 企画専門官 

都市・地域整備局 街路交通施設課 街路事業調整官 

都市・地域整備局 公園緑地・景観課 公園緑地事業調整官 

都市・地域整備局 下水道部 下水道事業課 町村下水道対策官 

開催回数 

平成19年度～平成20年度にかけて６回開催 
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第２章 まちづくり交付金の概要 

 
 

2.1 まちづくり交付金の創設経緯 

 

戦後の我が国のまちづくりは、急速な経済成長と都市化の進展のなかで、道路、公園、下水道等

の都市基盤の整備水準を向上させるための施設整備に全力を傾注し、大きな成果をあげてきた。現

在、我が国の都市では、人口の８割が生活し、経済活動の大部分が営まれているなど、都市の役割

はますます重要になっている。しかし、まちなみや住宅、社会資本の質において、いわゆる20世紀

の「負の遺産」を多く抱えているため、人々の生活・活動・交流を支えるためには都市の再生が必

要となっている。一方、従来の急速な都市化を前提としたまちづくりは既に役割を終えており、こ

れからの安定・成熟した都市型社会のなかでは、人々の価値観や生活様式の多様化に対応した、本

当の意味での快適さ、豊かさ、生きがいを感じられる、地域特性を活かした個性あふれるまちづく

りを進めていくことが求められている。 

このような都市再生に対する取り組みの重要性が高まるなか、都市の再生に関する施策を総合的

かつ強力に推進するため、平成13年５月、内閣総理大臣を本部長とする都市再生本部が設置され、

平成14年６月には民間事業者による都市再生を促進するため、時間と場所を限定した措置を講じる

ことを目的とした「都市再生特別措置法」が施行された。 

一方、全国の都市の再生を推進するため、地方の中小都市等においては地域の実情を熟知した市

町村が中心となり、都市の再生に必要な事業を一体的に実施することが効果的である。このため、

「全国」を対象にして、「身の回り」の生活の質の向上と「地域経済・社会」の活性化を図るため、

平成15年11月の都市再生本部において、「全国都市再生～稚内から石垣まで～」が本部決定され、

市町村の創意工夫が活かせる新たな支援制度としてまちづくり交付金が創設された。 
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2.2 まちづくり交付金の概要 

 

まちづくり交付金は、個別の事業に対する支援制度ではなく、都市再生整備計画に対する支援制

度であるため、都市再生整備計画に記載された内容の範囲内であれば、柔軟な事業執行が可能とな

っている。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

■図 2.2.1 まちづくり交付金の概要 

 

（１）自主性・裁量性の向上 

 都市再生整備計画に基づき、国から示すメニュー（基幹事業）だけでなく、市町村の提案に基

づく事業（提案事業）も対象に、年度ごとに交付金を地区単位で一括して交付する。 

 まちづくり交付金では、事業ごとに国費率が設定されていないため、市町村は自由な予算配分

（都市再生整備計画に位置づけのある、どの事業にいくら国費を充当するか）が可能となってお

り、市町村の自主性・裁量性が高い制度である。 

 

（２）使い勝手の向上 

 まちづくりに必要な各種事業として、ハード事業からソフト事業まで多彩な事業を活用するこ

とができ、地域の実情に応じたまちづくりが可能である。 

 また、事業間の流用は自由であり、総額の国費が変わらない場合、変更交付申請手続きを実質

的に不要とするなど手続きを簡素化するとともに、交付金の要望や交付申請等の窓口を一元化す

ることにより、使い勝手の向上を図っている。 

 

（３）ニューパブリックマネジメントの導入 

 都市再生整備計画に記載したまちづくりの目標・指標が交付期間中にどの程度達成されている

かを中心とした事後評価を実施し、公表することで、市町村のまちづくりに有効に活用すること

が可能である。 
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■表 2.2.1 交付対象事業一覧 

交付対象事業名 対象補助施設等 

道路  
公園  

古都及び緑地保全事業  

河川  

下水道  

駐車場有効利用システム  

地域生活基盤施設 緑地、広場、駐車場（共同駐車場含む）、自転車駐
車場、荷物共同集配施設、公開空地（屋内空間も
含む）、情報板、地域防災施設 

高質空間形成施設 緑化施設等、電線類地地下埋設施設、電柱電線
類移設、地域冷暖房施設、歩行支援施設・障害者
誘導施設等 

高次都市施設 地域交流センター、観光交流センター、まちおこし
センター、子育て世代支援センター、複合交通セ
ンター、人工地盤等 

既存建造物活用事業  

土地区画整理事業  

市街地再開発事業  

住宅街区整備事業  

地区再開発事業  

バリアフリー環境整備促進事業  

優良建築物等整備事業  

住宅市街地総合整備事業  

街なみ環境整備事業  

住宅地区改良事業等  

都心共同住宅供給事業  

公営住宅等整備 公営住宅、地域優良賃貸住宅 

都市再生住宅等整備  

基幹事業 
 
 

防災街区整備事業  

事業活用調査 都市再生整備計画の対象となる地区における交
付対象事業の活用等に関する調査等 

まちづくり活動推進事業 啓発・研修活動、専門家の派遣、情報収集・提供
活動、社会実験等のまちづくり活動の推進に関す
る事業等 

提案事業 

地域創造支援事業 都市再生整備計画の目標を達成するために必要
な事業等 

 

まちづくり交付金は、まちづくりに必要な多様な事業が交付対象となっている。これらの交付

対象事業のなかには、従来から国土交通省が支援してきた施設の整備だけではなく、福祉や文化

等の施策分野も含めた、まちづくりに必要な市町村の提案に基づく事業（提案事業）も含まれて

いる。 
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2.3 まちづくり交付金の事業評価制度 

 

まちづくり交付金では、市町村が事前にまちづくりの目標、目標を定量化する指標とその数値目

標を設定し、事後評価において数値目標の達成状況等の確認と交付金事業の成果を踏まえた今後の

まちづくり方策を作成するなど、ニューパブリックマネジメントの考え方に基づく評価手法を取り

入れている。 

 具体的には、対象地区のまちづくりの課題や将来ビジョンを踏まえて、まちづくりの目標や数値

目標を達成するために必要な事業を記載した都市再生整備計画の作成と客観的評価基準に基づく事

前評価を実施（Plan）し、成果を意識しながら事業を実施（Do）する。交付終了年度に成果の達成

度を評価（Check）するとともに、必要な改善点は速やかに改善（Act）を図り、次のまちづくりに

経験を活かしていく一連のサイクルである。 

 

Check：事後評価 
・成果の達成状況等を検証・評価 

・問題の所在の把握 

Act：改善 
・今後のまちづくり方策の作成 

・必要な改善策の速やかな実施 

・客観的評価基準に基づく事前評価 

Plan：都市再生整備計画の作成と事前評価 
・まちづくりの課題や将来ビジョンと 

       定量的な数値目標の設定 

Do：実施段階 
・成果を意識しながら事業を実施 

・必要に応じてモニタリング（中間評価）を実施 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■図 2.3.1 まちづくり交付金におけるＰＤＣＡサイクルの考え方 

 
（１）事前評価 

 事前評価は、市町村が都市再生整備計画を国に提出するにあたり実施する。 

①事前評価の実施主体 
 事前評価は、市町村が実施し、その結果を国に提出する。 

②事前評価の実施時期 
 事前評価は、都市再生整備計画を国に提出する際に行う。 

③事前評価の内容 
事前評価に関する基準は、「まちづくり交付金の事前評価時における客観的評価基準」として明
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示されている。市町村は、Ⅰ．計画が妥当であるか、Ⅱ．計画が効果的・効率的かどうか、Ⅲ．

計画の実現可能性があるか、の観点から評価を行う。 

市町村の評価結果の妥当性について第三者の確認を受ける必要はないが、国は市町村から提出

された評価結果に基づき、まちづくり交付金の交付の判断を行う。 

 

（２）事後評価 

 事後評価は、交付期間の終了時に成果等を検証して、その後のまちづくりに活かすための作業

と位置づけられる。 

①事後評価の実施主体 
 事後評価は、市町村が実施し、その結果を国に報告する。 
 国は、市町村の評価結果に対して、必要に応じて助言を行う。 

②事後評価の実施時期 
 事後評価は、まちづくり交付金の交付終了年度に行う。 
 交付終了年度の最終日を評価基準日として評価を実施する。 
評価の時点で未確定の数値がある場合には、評価基準日における見込みの状況を推計して評価

し、原則、交付期間が終了した翌年度に（翌年度に確定しない場合は、確定後すみやかに）確定

の数値を求めるためにフォローアップを行う。 

③事後評価の内容 
 事後評価は、まちづくりの目標の達成状況等を確認するとともに、今後のまちづくり方策を検

討するもので、その基幹的部分は次の項目で構成される。 

Ⅰ．まちづくりの目標の達成状況等の確認 

まちづくりの目標の達成状況及び実施過程の検証を行うもので、具体的な確認項目は、下

表とおりである。 

■表2.3.1 まちづくりの目標の達成状況及び実施過程の検証 

 ⅰ）成果の検証項目 

① 都市再生整備計画に記載した目標の変更の有無 

② 都市再生整備計画に記載した事業の実施状況 

③ 都市再生整備計画変更の理由・指標への影響 

④ 都市再生整備計画に記載した数値目標の達成状況 

⑤ その他の数値指標（当初設定した数値目標以外の指標）による効果発現の計測 

ⅱ）実施過程の検証項目

 

 

 

 

 

  

① モニタリングの実施状況 

② 住民参加プロセスの実施状況 

③ 持続的なまちづくり体制の構築状況 
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Ⅱ．今後のまちづくり方策の検討 

効果発現要因を整理して、今後（交付終了後）のまちづくり方策を検討する。また、現状

のままでは数値指標の達成が見込まれない場合は、今後のまちづくり方策の一部として改善

策を作成する。 

なお、継続してまちづくり交付金による事業を行う地区では、今後のまちづくり方策は新

しい都市再生整備計画に反映されることになる。 

Ⅲ．評価結果のチェック 

事後評価の合理性・客観性を担保するために、評価結果を住民に公表し、住民からの意見

がある場合はそれを適切に反映するとともに、第三者により構成される「まちづくり交付金

評価委員会」で事後評価全般にわたる評価作業の適切さの確認を受ける。 

事後評価の結果を取りまとめ、国に報告することとし、国は必要に応じて助言を行う。 

 

（３）モニタリング 
 モニタリングとは、事業期間中に、事業の進捗状況や成果の発現状況を把握して、その後の事

業の進め方に資するために行う点検作業である。 

モニタリングの実施は市町村の任意であるが、事業の円滑な執行管理、事業期間中の予期しな

い諸状況の変化等により、目標や事業の修正等が必要となることがあると考えられることから、

モニタリングを実施することが望ましい。 

①モニタリングの実施主体 
モニタリングは、市町村が任意に実施する。 

②モニタリングの実施時期 
モニタリングは、事業期間中に任意に実施する。 

③モニタリングの内容 
 モニタリングは事後評価の内容に準じて、事業の実施状況、数値目標の達成状況等を確認する

ものであるが、地域の実情、事業の進捗状況、データ取得の難易度等に応じて、事後評価よりも

評価項目を省略することができる。また、市町村独自に事業進捗管理体制を構築している場合等

においては、モニタリングの方法と事後評価の方法が異なってもよい。 

 モニタリングにより評価の合理性、客観性を担保するために、住民等への公表や有識者の意見

聴取等を行うことが望ましいと考えられる。また、モニタリング結果は、都市再生整備計画の変

更を行う際の説明資料として活用することも考えられる。 

 

 



第3章 まちづくり交付金の評価 

 
 
 下図に示す視点により、平成16年の制度創設から５年間の実績を踏まえ、まちづくり交付金制度

について評価を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 複数の事業を組み合わせた集中投資による相乗効果 

② 提案事業等の幅広い事業を活用した創意工夫を活かしたまちづくりの推進 

③ 事業間の流用が可能であることや計画全体の一括採択等の運用面での使い勝手の向上

（具体的な検証事項） 

① 多様な課題に対応した都市再生の推進に寄与しているか 

② 総合的なまちづくりが集中的、効率的に実現されたか 

③ 地域の創意工夫を活かしたまちづくりが進められているか 

④ 市町村にとって使いやすいまちづくりツールとなっているか 

⑤ 行政、民間との連携・協働が図られているか 

（評価の視点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 採択された延べ1,518地区の都市再生整備計画の基礎的な分析 

② 平成20年度までに事後評価を実施した426地区の評価結果の分析 

③ 市町村アンケートを用いた分析 

④ モデル地区によるケーススタディ（具体的な事例調査やヒアリング） 

↑ 

まちづくり交付金政策評価検討委員会による評価手法に対する助言 

（具体的な検証方法） 

■図 3.0.1 まちづくり交付金の評価 
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3.1 多様な課題に対応した都市再生の推進に寄与しているか 

 

（１）多様な活用市町村 

 
・まちづくり交付金は、全国836市町村、延べ1,518地区で活用されている。 

・人口規模が大きい市町村ほど活用割合が高く、小さい市町村での活用割合は低い。 
 
 

 まちづくり交付金は、平成16年度から平成20年度までの５年間に延べ1,518 地区で活用

されている。活用している市町村（東京23特別区を含む、以下同じ）は、平成20年11月

1日現在、全国1,805市町村中、836市町村（46％）である。【図3.1.3、表3.1.1】 

 人口規模が大きい市町村ほど実施割合が高く、小さい市町村では実施割合は低い。また、

人口規模が大きくなるにつれ、地区あたりの事業費が高くなっており、身の丈に応じてま

ちづくり交付金が活用されている。【図3.1.1～3.1.2】 

≪課題≫ 

 人口規模が小さい市町村においてもまちづくりのニーズがあると考えられることから、ま

ちづくりに意欲的な中小市町村に対するより一層の活用促進を図る必要がある。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）都市再生整備計画の基礎的分析 

■図 3.1.1 都市規模別の地区数、導入市町村割合 
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注）同一市町村内に複数地区がある場合には事業費を合算した。 

出典）都市再生整備計画の基礎的分析 

■図 3.1.2 都市規模別の１地区あたり人口１人あたり事業費 
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出典）都市再生整備計画の基礎的分析 

■図 3.1.3 まちづくり交付金の活用市町村数の割合 

 

■表 3.1.1 都市規模別のまちづくり交付金の活用市町村数、活用地区数 

人口規模 市町村数 活用市町村 未活用市町村 活用地区数 

1 万人未満 484 81 (16.7%) 403 (83.3%) 87 

1 万～５万人未満 760 322 (42.4%) 438 (57.6%) 399 

5 万～10 万人未満 277 186 (67.1%) 91 (32.9%) 303 

10 万～30 万人未満 199 166 (83.4%) 33 (16.6%) 373 

30 万～50 万人未満 51 49 (96.1%) 2 ( 3.9%) 144 

50 万～100 万人未満 23 21 (91.3%) 2 ( 8.7%) 115 

100 万人以上  11 11(100.0%) 0 ( 0.0%) 97 

合計 1,805 836 (46.3%) 969 (53.7%) 1,518 

注）平成20年11月1日現在1,782市町村（東京特別区を含まない：総務省ホームページ）に東京特別区を合

算し、全国1,805市区町村としている。 

出典）都市再生整備計画の基礎的分析 
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（２）多様な目標 

①目標類型の多様性 

 

 

 

 
・少子高齢化、環境等の社会的ニーズに対応した目標で活用している地区数が比較的少ない。

・まちづくり交付金により、中心市街地活性化等、様々な課題に応じたまちづくりが実施され

ている。 

 まちづくり交付金により、「中心市街地活性化」等、様々な課題に応じたまちづくりが実施

されている。【図3.1.4】 

 事業主体である市町村も、まちづくり交付金は多様な課題に応じて活用できる制度である

と評価している。【図3.1.5】 

 人口規模が小さい市町村では「観光交流」や「人口定着」を、人口が大きい市町村では「交

通利便の向上」や「アメニティの向上」（歴史・文化・景観を活かした質の高いまちづくり）

を目標として活用する傾向が高い。中間的な人口規模の市町村では、目標設定に特徴的な

傾向は見られない。【表3.1.2】 

 「少子高齢化」や「環境」、「アメニティの向上」等の社会的ニーズに対応した目標で活用

している地区数が比較的少ない。【図3.1.4】 

≪課題≫ 

 少子高齢化、環境、歴史・文化・景観を活かした質の高いまちづくり等については、持続

的なまちづくりを進める上で重要な視点であり、このような社会的ニーズに対応した課題

へのより一層の活用促進が必要である。 
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出典）都市再生整備計画の基礎的分析 

■図 3.1.4 目標類型別の地区数 
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■表 3.1.2 都市規模別の目標類型の割合 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

凡例 平均に対して、125％超
単位：％ 平均に対して、75%未満

中心市
街地活
性化

防災
少子高
齢化へ
の対応

人口定
着

観光・交
流

アメニ
ティの向
上

交通利
便性の
向上

地域コ
ミュニティ
の形成

その他

都市人口類型　　　平均 100 23.0 12.3 3.4 13.2 18.6 5.5 15.6 7.0 1.5

1万人未満 100 16.1 17.2 3.4 17.2 35.6 1.1 4.6 4.6 0.0

1万人以上5万人未満 100 24.6 10.3 3.0 15.5 25.6 4.0 10.5 6.0 0.5

5万人以上10万人未満 100 27.4 9.6 2.0 12.2 20.1 4.3 15.2 7.6 1.7

10万人以上30万人未満 100 23.9 12.3 3.5 13.9 13.4 5.1 18.8 7.0 2.1

30万人以上50万人未満 100 22.2 17.4 5.6 11.8 8.3 7.6 16.7 9.0 1.4

50万人以上100万人未満 100 18.3 14.8 4.3 9.6 13.9 7.8 22.6 5.2 3.5

100万人以上 100 12.4 13.4 4.1 7.2 10.3 14.4 25.8 10.3 2.1

　　　　　　　　　　　　　目標

出典）都市再生整備計画の基礎的分析 

 

[2] そう思う
77.0%

[3] あまりそう思
わない
3.1%

[5] わからない
0.2%

[4] 全く思わない
0.0%

[1] 非常にそう
思う
19.7%

一般に、まちづくり交付金は、市町村における様々なまちづくりの課題に対して活用
できる制度であると思いますか？（１つだけ選択）

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

出典）完了地区に対する市町村アンケート結果 

■図 3.1.5 多様な課題に対する活用性に関する評価 
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②目標を定量化する指標の多様性 

 

 

 

・1,518地区において延べ4,688指標が設定されており、多様な目標に対応した指標が設定さ

れている。 

 １地区あたり3.1指標が位置づけられている。 

凡例

単位：％

全体

中心市
街地活
性化

防災
少子高
齢化へ
の対応

人口定
着

観光・
交流

アメニ
ティの
向上

交通利
便性の
向上

地域コ
ミュニ
ティの
形成

その他

　　　地区数 1,518 349 186 51 201 282 83 237 106 23

指標類型 指標数 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100

人口（年齢階級別、転出入人口等を含む） 447 29.4 28.4 23.7 31.4 75.1 11.0 19.3 29.5 15.1 17.4

世帯数（世帯主年齢階級別等を含む） 46 3.0 1.4 4.8 9.8 8.5 1.4 1.2 0.4 2.8 4.3

新規住宅着工数、住宅戸数等 59 3.9 2.3 3.8 3.9 12.9 0.7 3.6 3.4 2.8
観光入込客数（地区、地区内観光名所、地区
内施設等） 421 27.7 30.7 9.1 9.8 12.4 72.7 20.5 12.2 13.2 8.7

来街者数（地区、地区内商店街等） 140 9.2 19.8 2.2 5.9 6.0 10.6 6.0 5.5 1.9 8.7

宿泊客数 44 2.9 1.7 0.5 12.1 2.4 0.9

自動車交通量 59 3.9 3.7 4.3 3.9 2.0 4.3 8.0 0.9

自転車交通量 35 2.3 4.0 3.9 1.0 1.4 2.4 3.4 2.8

歩行者交通量 258 17.0 38.4 3.8 7.8 4.5 14.9 21.7 12.2 12.3 8.7

違法駐車、路上駐車台数 17 1.1 1.1 1.1 0.7 1.2 1.7 1.9 8

放置自転車台数 46 3.0 3.2 1.6 5.9 1.0 1.1 1.2 8.0 2.8 4

渋滞延長、渋滞長 18 1.2 0.3 0.5 1.5 0.7 4.6

交通所要時間 106 7.0 4.0 6.5 3.9 4.5 3.5 6.0 20.3 5.7

駅乗降客数、乗客数（鉄道、電停） 266 17.5 20.1 4.3 9.8 10.4 15.2 18.1 40.5 4.7 13.0

路線バス、コミュニティバス利用者等 49 3.2 4.9 2.0 1.5 4.3 2.4 4.6 2.8

交通事故の発生件数（地区内） 49 3.2 2.9 4.8 7.8 1.5 2.1 1.2 4.2 3.8 8.7

小売販売額、商業販売額 58 3.8 8.6 0.5 0.0 6.7 2.4 1.7 8.7

商業従業者数 15 1.0 1.4 0.5 0.0 1.4 0.0 1.7 4.3

来店者数 27 1.8 4.6 0.5 1.5 1.8 0.0 0.8

店舗数、空き店舗数 93 6.1 15.2 2.2 5.5 4.6 6.0 2.5 4.3

.7

.3

地域交流施設（交流ｾﾝﾀｰ、公民館等）の利用
者数、回数等 239 15.7 20.1 7.0 15.7 10.9 17.7 10.8 9.7 39.6 8.7
公共施設（公園、広場等）の利用者数、回数
等 153 10.1 9.2 5.4 25.5 13.4 8.9 13.3 5.9 17.0 13.0
その他の公益施設（医療・福祉施設、文化施
設、子育て支援施設等）の利用者数、回数等 132 8.7 10.6 5.4 19.6 4.0 9.9 9.6 8.0 7.5 17.4

道路、歩道の整備状況（面積率、延長等） 148 9.7 6.0 15.6 19.6 11.4 2.8 7.2 13.5 11.3 30.4
公園、広場、緑地等の整備状況（人口当たり
面積、誘致圏面積） 112 7.4 2.0 13.4 5.9 15.9 1.8 12.0 6.8 11.3 8.7
市街地安全性・防災性（消防活動困難地域、
狭隘道路率、避難圏域、避難地面積等） 245 16.1 9.5 50.0 21.6 14.4 5.0 12.0 12.2 19.8 21.7

バリアフリー整備率 48 3.2 3.2 1.1 15.7 3.0 1.1 4.8 3.8 3.8 4.3

イベントの開催回数 100 6.6 8.3 2.7 2.0 3.5 10.3 8.4 5.9 7.5

イベントの参加者数、集客数、参加団体数 143 9.4 10.3 6.5 13.7 7.5 12.4 10.8 7.2 10.4 4.3
まちづくりコミュニティ活動への参加者数、参
加団体数 162 10.7 7.4 5.9 13.7 12.4 15.2 16.9 8.0 15.1 4.3

まちづくり・コミュニティ活動の開催回数 66 4.3 1.7 6.5 5.9 5.0 2.1 4.8 4.6 12.3 4.3
防災組織加入率・加入者数、防災活動参加率
等 44 2.9 1.1 15.1 1.0 1.1 4.8 0.4 1.9

採択地区の割合が４０％以上

採択地区の割合が２０～４０％

採択地区の割合が１０～２０％

地価 1 0.1 0.9

アンケート調査 386 25.4 24.4 20.4 29.4 18.9 20.9 32.5 34.2 34.9 26.1

その他 407 26.8 25.5 37.1 21.6 30.8 20.9 33.7 20.3 29.2 43.5

指標数合計 4,688

 目標類型ごとに見ると、防災では「市街地安全性・防災性」指標、人口定着では「人口」

指標、観光・交流では「観光入込客数」指標、交通利便性の向上では「駅乗降客数」指標

というように、目標を適切に表現する指標が多く使われている。【表3.1.3】 

■表 3.1.3 目標別・指標類型別の指標割合 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

出典）都市再生整備計画の基礎的分析 
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（３）多様な成果 

①指標の目標達成状況 

 

 

 

 

 

・市町村が実施した事後評価結果によると、目標値を達成した指標は 66％、目標値には達し

なかったが一定の成果があった指標は25％、成果が見られない指標は9％であった。 

・完了地区のうち 93％の地区において目標値を達成した指標があり、まちづくり交付金の成

果が確認された。 

 事業完了した 426 地区において、事後評価に用いられた指標は 1,955 指標ある。うち、都

市再生整備計画に記載のあった「目標を定量化する指標」は 1,501 指標、事後評価時に新

たに追加された「その他指標」は454指標である。 

 都市再生整備計画に記載のあった 1,501 指標については、目標値を達成した指標（達成度

○）は66％、目標値には達しなかったが一定の成果がある指標（達成度△）は25％、成果

が見られなかった指標（達成度×）は９％となっている。（達成度○、△、×は事後評価シ

ートに記載された数値目標の達成に関する市町村の自己評価である。） 

 事業完了426地区の93％にあたる396地区において、達成された指標があり、まちづくり

交付金の効果が確認された。 

 指標によって目標達成に差異があり、特に、商業販売額や宿泊客数など経済の影響を受け

る指標で達成割合が比較的低い。【表3.1.4】 

■表 3.1.4 事後評価における指標と達成状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典）事後評価結果を用いた効果の分析

凡例 ○ 数値目標達成 凡例 割合60％以上
△ 従前値より改善 割合40％以上
× 成果が見られない

注：○△×の評価は市町村による 注：その他は未計測及び事後評価時に追加した「その他指標」

○ △ × 小計 ○ △ × 小計

標 1955 988 376 137 1501 454 65.8 25.0 9.1 100
1 人口（年齢階級別等を含む） 213 83 57 25 165 48 50.3 34.5 15.2 100
2 世帯数（年齢階級別等を含む） 20 7 2 0 9 11 77.8 22.2 0.0 100
3 新規住宅着工数、住宅戸数等 51 30 5 1 36 15 83.3 13.9 2.8 100
4 観光入込客数 130 69 32 10 111 19 62.2 28.8 9.0 100
5 来街者数 59 31 13 9 53 6 58.5 24.5 17.0 100
6 宿泊客数 13 4 7 0 11 2 36.4 63.6 0.0 100
7 自動車交通量 22 9 4 2 15 7 60.0 26.7 13.3 100
8 歩行者交通量 70 33 16 10 59 11 55.9 27.1 16.9 100
9 違法駐車（駐車場整備による解消を含む） 14 9 1 0 10 4 90.0 10.0 0.0 100

10 放置自転車（駐輪場整備による解消含む） 34 15 11 0 26 8 57.7 42.3 0.0 100
11 渋滞延長、渋滞長 12 6 1 0 7 5 85.7 14.3 0.0 100
12 交通所要時間 49 29 8 1 38 11 76.3 21.1 2.6 100
13 駅乗降客数、乗客数（鉄道、電停） 104 39 36 12 87 17 44.8 41.4 13.8 100
14 路線バス、コミュニティバス利用者等 22 9 3 2 14 8 64.3 21.4 14.3 100
15 交通事故の発生件数 16 10 2 1 13 3 76.9 15.4 7.7 100
16 小売販売額、商業販売額 37 12 12 6 30 7 40.0 40.0 20.0 100
17 商業従業者数（業務・工業従業者を含む） 18 5 5 1 11 7 45.5 45.5 9.1 100
18 来店者数 9 4 4 0 8 1 50.0 50.0 0.0 100

19
店舗数、空き店舗数（新規出店、商業以
外の事業所も含む） 60 26 16 4 46 14 56.5 34.8 8.7 100

20
地域交流施設（交流センター、公民館等）
の利用者数 54 38 5 5 48 6 79.2 10.4 10.4 100

21 公共施設（公園、広場等）の利用者数 53 39 5 5 49 4 79.6 10.2 10.2 100

22
その他の公益施設（医療・福祉施設、文化
施設、子育て支援施設等）の利用者数 61 35 7 8 50 11 70.0 14.0 16.0 100

23 道路、歩道の整備状況（面積率、延長等） 54 30 10 1 41 13 73.2 24.4 2.4 100

24
公園、広場、緑地等の整備状況（人口当
たり面積、誘致圏面積） 48 25 11 2 38 10 65.8 28.9 5.3 100

25
市街地安全性・防災性（消防活動困難地
域、狭隘道路率、避難圏域、避難地面積 137 96 16 0 112 25 85.7 14.3 0.0 100

26 バリアフリー整備率 31 23 3 0 26 5 88.5 11.5 0.0 100
27 イベントの開催回数 39 21 4 2 27 12 77.8 14.8 7.4 100
28 イベントの参加者数、集客数、参加団体数 49 22 7 3 32 17 68.8 21.9 9.4 100
29 まちづくり活動への参加者数、参加団体 91 48 9 7 64 27 75.0 14.1 10.9 100
30 まちづくり・コミュニティ活動の開催回数 31 25 2 1 28 3 89.3 7.1 3.6 100
31 防災組織加入者数、防災活動参加率等 21 10 1 4 15 6 66.7 6.7 26.7 100
32 地価 2 0 0 0 0 2 0.0 0.0 0.0 0
33 アンケート調査（満足度等） 258 115 48 10 173 85 66.5 27.7 5.8 100

34
その他（空き地解消、下水整備、景観整備
等） 73 31 13 5 49 24 63.3 26.5 10.2 100

指標名
達成度別指標数 割合その他

指標
指標数

指標
Ｎｏ

 

全指
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（参考）目標値の高さと達成度の関係 

 目標値は都市再生整備計画において市町村が自ら設定するものであるから、目標値が従前

値に対して低い水準であるから目標が容易に達成できる、逆に目標値が高い水準であるか

ら目標が達成できない、という傾向があるのかどうか検証を行った。 

 その結果、それぞれの指標において、目標値の高さ（目標値／従前値：目標値は従前値の

何倍か）と指標の達成割合（○の割合）の関係を見ると明確な傾向は見られない。【表3.1.5】 

 

■表 3.1.5 目標値の高さ（目標値／従前値）別指標の達成割合（○の割合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1以上1.1
未満

1.1以上
1.2未満

1.2以上
1.5未満

1.5以上2
未満

2以上5
未満 5以上

サンプル
数

評価○
の割合
（％）

サンプル
数

評価○
の割合
（％）

サンプル
数

評価○
の割合
（％）

サンプル
数

評価○
の割合
（％）

サンプル
数

評価○
の割合
（％）

サンプル
数

評価○
の割合
（％）

1
人口（年齢階級別等を含
む） 人 58 56.9 17 47.1 23 43.5 18 50.0 11 45.5 2 100.0

4 観光入込客数 人/年 30 66.7 26 46.2 25 64.0 4 100.0 6 66.7 1 100.0

5 来街者数 人/年 6 66.7 5 40.0 7 85.7 2 0.0 5 80.0 3 100.0

同上 人/日 5 40.0 3 66.7 7 14.3 0 0.0 1 100.0 0 0.0

9 歩行者交通量 人/日 10 60.0 8 50.0 13 53.8 8 75.0 3 33.3 2 100.0

14 駅乗降客数 人/年 13 46.2 4 25.0 3 33.3 2 0.0 0 0.0 0 0.0

同上 人/日 24 66.7 17 29.4 10 10.0 3 33.3 2 100.0 0 #DIV/0!

21

地域交流施設（交流セン
ター、公民館等）の利用者
数 人/年 5 60.0 3 66.7 6 33.3 5 80.0 4 100.0 5 100.0

22
公共施設（公園、広場等）
の利用者数 人/年 5 80.0 5 100.0 6 66.7 3 100.0 5 40.0 3 66.7

23

その他の公益施設（医療
福祉施設、文化施設、子
育て支援施設等）の利用
者数 人/年 4 50.0 7 85.7 8 50.0 5 100.0 3 33.3 3 100.0

30
まちづくり活動への参加
者数、参加団体数 人 1 100.0 2 50.0 6 66.7 6 100.0 9 66.7 5 60.0

同上 団体 0 0.0 2 100.0 1 100.0 3 100.0 3 100.0 2 100.0

34
アンケート調査（満足度
等）不満除く ％ 6 16.7 6 33.3 28 57.1 18 55.6 49 65.3 13 76.9

No 単位指標名

出典）事後評価結果を用いた効果の分析 
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②多様なアウトカム（指標）の成果 

 
・事後評価結果によると、人口が平均1.10倍、観光入込客数が平均1.12倍になるなど、様々

な指標で従前値に対する評価値の伸びが確認できる。 

・まちづくり活動の参加者数が２倍になるなど、住民等との協働によるまちづくりの促進にも

貢献している。 

 

 

 

 

 完了地区の事後評価結果より、単位が同一で数値の積み上げ計算が可能な指標を収集し、

その従前値（まちづくり交付金の実施前の値）と評価値（事後評価時に計測した値）を集

計し平均を求めたところ、様々な指標で従前値に対する評価値の伸びが確認できる。【表

3.1.6】 

■表 3.1.6 事後評価結果にみる主なアウトカム指標の成果（平成 18～20 年度完了地区） 

指標実数の平均値 
指標名 単位 

サンプル 

（地区数） 従前値 評価値 
伸び 

人口 人 157 4,317 4,730 1.10 倍

観光入込客数 人/年 110 765,748 856,269 1.12 倍

来街者数 人/年 30 387,345 479,957 1.24 倍

歩行者交通量 人/日 52 10,636 11,853 1.11 倍

駅乗降客数 人/年 27 8,378,216 8,688,657 1.04 倍

地域交流施設の利用者数 人/年 30 126,904 161,934 1.28 倍

公園・広場の利用者数 人/年 29 88,134 106,634 1.21 倍

まちづくり活動の参加者数 人 41 939 1,916 2.04 倍

まちづくり等に関する満足度 ％ 165 35 55 1.57 倍

注）集計ミス等のデータを除いて従前値、評価値の平均値をそれぞれ算出。 

出典）事後評価結果を用いた効果の分析 
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3.2 総合的なまちづくりが集中的、効率的に実現されたか 

 

（１）事業の組合せによる相乗効果 

 
・１地区あたりの事業の組合せは5.2事業となっており、基幹事業と提案事業とを効果的に組

み合せて、総合的なまちづくりが行われている。 

・完了地区の９割の地区で相乗効果が発揮されたと認識し、３割の地区で民間投資が誘発され

たと感じている。 

・目標を効果的に実現するための事業内容が必ずしも十分ではない等の事案も一部の地区で生

じている。 

 

 

 

 

 

 

 １地区あたりの事業の組合せは、基幹事業3.4 事業＋提案事業1.8 事業＝合計5.2 事業と

なっている。（この事業数は交付対象事業別に整理したものであり、箇所別、細分類別等よ

り個々の事業に着目すればより多くの事業が位置づけられている）【表3.2.1】 

 基幹事業と提案事業の事業費割合は、全地区平均で83：17となっている。【図3.2.1～3.2.2】 

 目標類型別で見ると事業の組合せに特徴が見られる。「交通利便性の向上」では、「道路、

公園等」の事業費割合が高い。「中心市街地活性化」や「観光・交流」では、「道路、公園

等」と「地域生活基盤等」が同じ程度の事業費規模で活用されている。「人口定着」では「市

街地整備関連」の事業費割合が高いのが特徴である。【図3.2.1～3.2.2】 
 「中心市街地活性化」、「少子高齢化への対応」、「観光交流」、「地域コミュニティの形成」

において提案事業の活用割合が幾分高くなっており、ソフト事業等を含めた多様な取組み

によるまちづくりが進められている。【図3.2.1～3.2.2】 
 市町村アンケート調査によると、完了地区の９割の地区が、まちづくり交付金により事業

間の相乗効果が発揮されたと認識している。また、３割の地区が、まちづくり交付金を活

用したことにより民間投資が誘発されたと感じている。【図3.2.3～3.2.4】 

≪課題≫ 

 目標を効果的に実現するための事業内容が必ずしも十分ではない等の事案も一部の地区で

生じており、まちづくり交付金のより一層効果的な活用促進が望まれる。【事例】 
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■表 3.2.1 目標類型別の事業組合せ数 

 

 

 

 

 

 

出典）都市再生整備計画の基礎的分析 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 
 
 

 

全体

中心市
街地活
性化

防災
少子高
齢化へ
の対応

人口定
着

観光・
交流

アメニ
ティの
向上

交通利
便性の
向上

地域コ
ミュニ
ティの
形成

その他

基幹事業 3.4 3.8 2.9 3.1 3.4 3.5 3.4 3.2 3.4 2.7

提案事業 1.8 2.0 1.6 1.8 1.6 1.9 1.9 1.7 1.7 1.7

合計 5.2 5.8 4.4 5.0 5.0 5.4 5.3 5.0 5.1 4.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

地区平均

中心市街地活性化

防災

少子高齢化への対応

人口定着

観光・交流

アメニティの向上

交通利便性の向上

地域コミュニティの形成

その他

基幹事業（道路、公園等） 基幹事業（地域生活基盤等） 基幹事業（市街地整備関連） 提案事業

（％）

692

937

886

593

477

534

685

1,458

560

1,079

435

847

284

396

191

521

473

548

567

259

322

429

465

381

713

293

411

384

300

521

242

315

216

277

246

487

360

237

73

105

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000

地区平均

中心市街地活性化

防災

少子高齢化への対応

人口定着

観光・交流

アメニティの向上

交通利便性の向上

地域コミュニティの形成

その他

基幹事業（道路、公園等） 基幹事業（地域生活基盤等） 基幹事業（市街地整備関連） 提案事業

(百万円）

■図 3.2.1 目標類型別の基幹事業・提案事業の平均事業費  ■図3.2.2 目標類型別の基幹事業・提案事業の事業費割合 

出典）都市再生整備計画の基礎的分析

注）基幹事業（道路、公園等）：道路、街路、公園、河川、下水道、駐車場有効利用システム 
基幹事業（地域生活基盤等）：地域生活基盤施設、高質空間形成施設、高次都市施設、既存建造物活用事業 
基幹事業（市街地整備関連）：都市再生交通拠点整備事業、区画整理事業、市街地再開発事業、住宅街区整備事業、地区再開発事業、他

 

[2] まあまあ誘
発された

24.9%

[3] あまり変わら
ない
37.6%

[5] わからない
3.3%

[4] 全く変らない
30.5%

[1] 大いに誘発
された
3.8%

当該地区では、まちづくり交付金を活用したことにより、民間投資が誘発されました
か？　（１つだけ選択）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[1] 大いに相乗
効果が感じられ

る
27.5%

[4] 全く相乗効
果が感じられな

い
0.2%

[5] わからない
2.6%

[3] あまり相乗
効果が感じられ

ない
5.6%

[2] まあまあ相
乗効果が感じら

れる
64.1%

まちづくり交付金（関連事業を含む）により複数の事業を組合せて実施することによ
り、事業間の相乗効果が発揮されたと思いますか？（１つだけ選択）

出典）完了地区に対する市町村アンケート結果 

■図 3.2.3 相乗効果に関する評価                ■図 3.2.4 民間投資の誘発に関する評価 
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¶ 特定エリアへの集中投資による相乗効果の事例「富山市中心市街地地区」  

 「富山市中心市街地地区」（富山県富山市）では、①中心商店街への来街者の増加、②賑わ

いの維持・魅力の創出、③人口の定着化の３点が地区の課題であることから、交通利便性

の改善及び賑わいの創出に関するソフト事業、市街地再開事業（関連事業）にあわせた広

場整備、都心居住の推進を図る事業等を集中的に実施してきた。 

 特に、「総曲輪フェリオ」（市街地再開発事業）の完成に合わせて「グランドプラザ」（広場）、

「賑わい横丁」等の集客施設を、総曲輪地区という一定のエリア内に集中整備することで

集客の相乗効果が生まれ、中心商店街の歩行者数が増加した。 

 また、公共交通の利用増進策も市民の中心市街地を訪れる動機づけとなり、コミュニティ

バスの利用客が30％増、路面電車の乗降客数は減少傾向に歯止めがかかっている。 

 さらに、総曲輪地区での地価上昇や、周辺での民間による市街地再開発事業等の動きも見

られる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）富山市資料

■図 3.2.5 「富山市中心市街地地区」における集中的な事業と効果 

● 

歩行者数の増加 

路面電車乗降客数の減少の歯止め 

公示地価（商業地）の上昇 

・H16：465 千円 

・H18：408 千円 

・H20：440 千円 
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¶ まちづくり効果の波及事例「松山中心地区」  

 松山市では、「『坂の上の雲』フィールドミュージアム」というまちづくり構想をベースに、

従来の観光資源のみではなく、地域に埋もれている歴史・文化資源を掘り起こし、ネット

ワーク化することによる回遊性の向上を目指して、「松山中心地区」においてまちづくり交

付金を活用したまちづくりを実施している。 

 整備方針の１つに、松山城や道後温泉、小説『坂の上の雲』ゆかりの資源、地域文化等を

案内発信することで、地域の魅力を増し、市内観光の滞留時間の増大を図ることを掲げて

おり、交流拠点となる「坂の上の雲ミュージアム」の整備や松山城へ登城するロープウェ

イの東雲口駅舎の整備、その周辺整備となるロープウェイ通りの高質空間化、移動動線の

バリアフリー化等が実施された。 

 特にロープウェイ通りについては、景観整備の

完成により観光拠点の魅力とともに商店街と

しての魅力も向上し、飲食等の新規店舗も増え、

市民・観光客の来街が促進された。また、ロー

プウェイ通りと隣接する中央商店街からの誘

客も図られる相乗効果も創出している。こうし

た効果が路線価の上昇という形でも現われて

いる。 
出典）「松山中心地区」事後評価シート

■写真 3.2.1 高質空間化したロープウェイ通り 

 

 

 

 

 
ロープウェイ駅舎 

● 

 
●

 

 

 

 

 

 

 

 

坂の上の雲 

ミュージアム 

 

 

 

 
出典）松山市資料

■図 3.2.7 ロープウェイ通りにおける自転車・歩行者 

数の増加 

出典）松山市資料

■図 3.2.6 ロープウェイ通りにおける路線価の状況 
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¶ ハード整備の完成期においてソフト面で賑わい再生を図っている事例「小倉都心地区」  

 北九州市の小倉地区は、北九州市と周辺 200 万人都市の顔であることから、平成２年から

中心部を流れる紫川河畔、勝山公園のオープンスペースを整備し、都心の楽しみ方を広げ

てきた。「小倉都心地区」では、こうしたハード整備の完成期において、歩きやすいネット

ワークづくりや景観等、都市の質を高めるハード事業を行う一方、都心に来ることを楽し

く感じてもらい、リピーターを増やすことを狙いとして、イベントや社会実験を地元の民

間団体と協力しながら実施した。 

 当初はイベントを主催できる民間団体が少なかったので、市が独自に社会実験やイベント

等を実施してきたが、今日では、まちづくり会社「北九州まちづくり応援団（株）」（地域

の商業者が資金の母体）のイベントも増えている。同社には、日常的に様々な意見・要望

が商業者から寄せられており、市としても間接的に商業者の要望を把握することができる

ようになった。 

 アンケートで「地域が賑やかになった」とする回答が 73％を占めており、数年前に比べて

住民の来街頻度が増加傾向にあるほか、市民参加による勝山公園「うえるちゃ花壇」の運

営が行われる等、市民のまちづくりへの参加意識も向上している。 

 

 

 

 

 

 

出典）北九州市資料 

■写真 3.2.2 イベントの模様 

 

 なお、まちづくり交付金の活用にあたっては、庁内の地区担当（都心・副都心開発室）が

企画及びソフト事業の実施を担当し、他の事業課と連携してハード事業を推進している。

地区担当がソフト事業を担当していることから機動的に事業を推進することができ、地域

住民と密接に連携してまちづくりを動かすことができている。 
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¶ 目標や事業内容が幾分総花的で、総合的なまちづくりとして課題が残る地区  

 「Ｇ地区」では、計画区域北部に位置する自然・歴史景観拠点において観光客や定住者の

増加を図る一方で、計画区域の南部に位置する都心商業業務拠点を再生して街の賑わいを

回復させ、一体的な都心コア集客ゾーンとして整備することを目的としている。 
 都市再生整備計画区域内において、まちの性格が異なる２つのエリアでそれぞれのまちづ

くりの目的に応じた事業が設定されているが、この周辺部においても様々な事業が位置づ

けられており、当該地区のまちづくりの目標が曖昧になっている。計画が幾分総花的にな

り、一定の区域における総合的なまちづくりにより相乗効果を発揮するという視点が欠け

ていたことから、まちづくりの目標を達成することができず、まちづくりの効果が十分に

発揮されなかった。 
 一方、交流活動度という住民のまちづくり事業の成果を測る指標も設定されているが、指

標の定義は市域全体を対象とした会議の参加者数であったことから、まちづくり交付金評

価委員会でも適切な指標ではないと指摘を受けている。 
 Ｇ地区では、事後評価において、今後のまちづくり方策として、観光交流活動やまち歩き

による交流活動を推進するため、計画区域全体で観光関連事業の進捗を図ったり、区域南

部の都心商業業務拠点においても未着手の市街地再開発等の事業促進を図るなど核的な施

設整備の実現や、長期的な視野での住民参加やイベント等の継続が必要であるとまとめて

おり、このような視点を都市再生整備計画の中核にすえて、集中投資すべきだったと思わ

れる。 
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（２）集中投資による効率性（まちづくりの加速） 

 

 

 

 

・まちづくり交付金は、特定の地区において一括採択により事業を集中的に位置づけることが

でき、それによって、まちづくりを加速させ、また、事業実施のタイミングを合わせること

で効果を発揮することができる。 

 完了地区の７割が、個別の補助事業や単独事業によって実施した場合には、まちづくり交

付金と同じ期間内には実現できなかったと認識している。【図3.2.8】 

 

[1] 実現できたと
思う
4.9%

[4] 全く実現でき
なかったと思う

13.6%

[5] わからない
6.3%

[3] あまり実現で
きなかったと思

う
56.3%

[2] まあまあ実
現できたと思う

18.8%

まちづくり交付金で実施した事業と同じ内容の事業を個別の補助事業や単独事業
によってそれぞれ実施した場合、まちづくり交付金と同じ期間内に実現できたと思
いますか？（１つだけ選択）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）完了地区に対する市町村アンケート結果 

■図 3.2.8 集中投資に関する評価 
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¶ 複数の事業のタイミングをあわせて事業化したことにより効果をあげた事例「富山港線地区」  

 「富山港線地区」（富山県富山市）では、富山港線をライトレール化するに伴って、沿線地

区の生活基盤整備や岩瀬地区の歴史を活用したまちづくり事業を実施した。 

 当該地区は、平成16～20年度の５か年度間の事業であるが、ライトレールに関係する踏切

改善や駅前広場、駐輪場整備、岩瀬地区でのまちづくり事業、乗り継ぎフィーダーバス社

会実験等については、平成18年4月末の開業にあわせて整備された。 

 その結果、岩瀬地区については、ライトレール開業効果とも相まって、地区の観光入込客

数は、従前値280千人/年→評価値337千人/年と約1.2倍になった。 

■表 3.2.3 ライトレール開業に時期をあわせた事業 

ライトレール開業前 ライトレール開業後 

沿線地区の生活基盤整備、ライトレールへのアク

セスを容易にするハード事業を中心に実施 

・生活道路改善、踏切拡幅（道路） 

・公園整備（公園） 

・各電停に駐輪場整備（地域生活基盤施設） 

・駅前広場整備（地域生活基盤施設）  等 

ライトレールへの利用を促進するソフト事業

を中心に実施 

・フィーダーバス社会実験（提案事業） 

・ＩＣ乗車カード利用拡大実験（提案事業） 等 

 

岩瀬地区の魅力を高める事業を実施 

・多目的広場（地域生活基盤施設） 

・サイン整備（地域生活基盤施設） 

・岩瀬まちづくり事業（調査）（提案事業） 

・岩瀬まちづくり事業（無電柱化）（提案事業） 等 

岩瀬地区の魅力を高める事業を継続 

・外国語案内板整備（地域生活基盤施設） 等 

 

・岩瀬まちづくり事業（修景補助）（提案事業） 

・景観まちづくり事業（岩瀬まるごと博物館）（提案事業） 等 

出典）富山港線地区」都市再生整備計画より作成 

 

 

 

 

 

 

■写真 3.2.3 踏切の拡幅（道路事業）       ■写真3.2.4 各電停に駐輪場整備（地域生活基盤施設） 

 

 

 

 

フィーダーバス社会実験（提案事業） 

■写真 3.2.5 駅前広場整備（地域生活基盤施設）と ■写真 3.2.6 岩瀬地区のまちづくり事業（提案事業） 

出典）富山港線地区」事後評価シート
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（３）まちづくりの成果と目標達成度 

 

 

 

 

 

 

・期待どおりのまちづくりが実施できた地区では、事後評価における指標の目標達成とほぼ

相関しており、指標は概ね適切であると考えられる。 

・ただし、一部の地区では目標を十分に表現する指標になっていないものがあったり、目標

達成度が低くても期待通りのまちづくりが実現できた地区もあることから、指標について更

なる適正化への取組みが必要である。 

 完了地区ごとに、都市再生整備計画に位置づけた指標について、目標達成度（○△×）を

評点化し、市町村アンケートの回答との相関を見ると、まちづくりの成果があったと感じ

ている地区は目標達成度の評点が高い。【表3.2.4】（426地区の８割にあたる344地区にお

いて、評点が６点以上（達成度○がないと６点以上にならない）でかつ、アンケートにお

いて「期待以上のまちづくりが実現できた」「ほぼ期待どおりのまちづくりが実現できた」

「期待どおりまでには至らなかったが、まあまあ実現できた」と回答している） 

 一部の地区では、目標を十分に表現する

指標となっていない例も見られる【事例】 
[1] 期待以上の
まちづくりが実

現できた
4.5%

[4] 期待どおり
には実現できな
かった部分が多

い
2.6%

[5] わからない
0.0%

[3] 期待どおりま
でには至らな

かったが、まあ
まあ実現できた

41.3%

[2] ほぼ期待ど
おりのまちづくり
が実現できた

51.6%

当該地区では、まちづくり交付金により、期待通りのまちづくりが実現できました
か？（１つだけ選択）

≪課題≫ 

 指標はまちづくりの目標を表現するも

のとして概ね適切であるが、一部の地

区では、目標を十分に表現する指標で

はないことがあることから、指標につ

いて更なる適正化への取組みが必要で

ある。 
出典）完了地区に対する市町村アンケート

 
■図 3.2.9 期待通りのまちづくりができたかに関する評価 

 

 

■表 3.2.4 目標達成度と期待どおりのまちづくりの実現の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標達成度の
評点

[1] 期待以
上のまちづ
くりが実現
できた

[2] ほぼ期
待どおりの
まちづくり
が実現でき
た

[3] 期待ど
おりまでに
は至らな
かったが、
まあまあ実
現できた

[4] 期待ど
おりには実
現できな
かった部分
が多い

[5] わから
ない

計
8以上 15 146 82 1 0 244
6以上8未満 3 45 53 6 0 107
0以上6未満 1 29 41 4 0 75
計 19 220 176 11 0 426

問18　期待通りのまちづくりが実現できましたか

注）目標達成度は、○=10 点、△=5 点、×＝0 点として、加重平均したもの。例えば、○・○・△の組み合わせの場合、

(10+10+5)/3=8.3 点となる。なお、8 点以上の地区は 426 地区中244 地区である。 
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¶ 目標と指標、事業との整合性が十分ではなく、目標が達成できなかった事例  

 「Ｉ地区」では、まちづくり交付金を活用して、地区内に点在する歴史資源をネットワー

ク化するための情報板、ポケットパーク等の整備を実施した。 

 しかし、指標の１つとして設定した史跡公園の来訪者数は、都市再生整備計画の目標の達

成のために実施した事業の効果を直接的に測定する指標となっていなかったため、目標値

を達成することができなかった。 

 

¶ 指標の目標値の設定がふさわしくない事例  

 「Ｆ地区」では、地域資源を活かした賑わいのあるまちづくりを目指し、土地区画整理事

業、植栽整備等を実施した。 

 指標の１つとしてイベントの来場者数を設定する際、まちづくり交付金の活用を開始する

以前のデータを基に目標値を設定したが、従前値とした値が特異年のデータであったため

に目標値が過大となってしまった。 

 都市再生整備計画の作成時に目標値を設定する際に、１時点だけの従前値ではなく、長期

的な傾向を把握しておけば、特異年のデータを除外して適正な目標値を設定できたと思わ

れる。 
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3.3 地域の創意工夫を活かしたまちづくりが進められているか 

 

（１）提案事業の活用  

 
・様々な提案事業を活用して、地域の創意工夫を活かしたまちづくりが進められている。 

 

 提案事業は、全事業費の２割程度を占めている。【図3.3.1～3.3.2】 
 「中心市街地活性化」、「少子高齢化への対応」、「観光交流」、「地域コミュニティの形成」

において提案事業の活用割合が幾分高くなっており、ソフト事業を含めた多様な取組みに

よるまちづくりが進められている。【図3.2.1～3.2.2】 
 提案事業の具体的な事業類型で実施割合が高いのは、公共施設等の整備活用、計画策定・

調査の実施、啓発・研修活動等となっている。【表3.3.2】 
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548
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地区平均

中心市街地活性化

防災

少子高齢化への対応

人口定着

観光・交流

アメニティの向上

交通利便性の向上

地域コミュニティの形成

その他

基幹事業（道路、公園等） 基幹事業（地域生活基盤等） 基幹事業（市街地整備関連） 提案事業

(百万円）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

地区平均

中心市街地活性化

防災

少子高齢化への対応

人口定着

観光・交流

アメニティの向上

交通利便性の向上

地域コミュニティの形成

その他

基幹事業（道路、公園等） 基幹事業（地域生活基盤等） 基幹事業（市街地整備関連） 提案事業

（％）

 

 

出典）図3.2.1 及び図3.2.2 を再掲

■図 3.3.1 目標類型別の基幹事業・提案事業の平均事業費  ■図3.3.2 目標類型別の基幹事業・提案事業の事業費割合 

■表3.3.1 目標類型別の提案事業の実施割合 

 
 
 
 
 
 
 
 

凡例 当該事業を活用している地区の割合が75％以上

単位：％ 当該事業を活用している地区の割合が50％～75％

当該事業を活用している地区の割合が25％～50％

目標
中心市街
地活性化

防災
少子高齢
化への対
応

人口定着
観光・交
流

アメニティ
の向上

交通利便
性の向上

地域コ
ミュニティ
の形成

その他

実施地区数 1,518 349 186 51 201 282 83 237 106 23

実施割合 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

事業活用調査 590 38.9 47.0 29.0 37.3 29.9 40.1 47.0 37.6 38.7 47.8

まちづくり活動推進事業 855 56.3 61.3 42.5 60.8 56.7 63.1 63.9 54.9 46.2 30.4

地域創造支援事業 1,292 85.1 88.5 86.0 84.3 77.1 91.5 77.1 82.7 82.1 87.0

1,518 100.0

提案
事業

交付対象事業費計

事業種区分

 

出典）表3.2.2 から提案事業の部分を抜粋して再掲

 

31



■表3.3.2 目標類型別の提案事業内容の実施地区割合 
凡例

単位：％

目標
中心市
街地活
性化

防災
少子高
齢化へ
の対応

人口定
着

観光・交
流

アメニ
ティの向
上

交通利
便性の
向上

地域コ
ミュニ
ティの形
成

その他

実施地区数
1,518 349 186 51 201 282 83 237 106 23

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

啓発・研修活動 383 21.1 26.4 22.6 21.6 21.4 29.8 32.5 22.4 25.5 17.

イベント等開催 293 16.1 29.8 7.5 23.5 13.9 26.2 16.9 11.4 17.0 8.

人材派遣 57 3.1 6.9 3.8 3.9 2.5 2.5 4.8 2.5 1.9

組織の立ち上げ・運営 208 11.5 15.5 12.4 9.8 9.0 15.2 16.9 13.1 15.1 17.

計画策定、調査の実施 606 33.4 50.4 33.9 37.3 28.9 39.0 38.6 41.4 38.7 39.

情報提供・広報 209 11.5 16.6 11.3 7.8 12.4 19.1 9.6 12.2 7.5 8.

社会実験 195 10.7 23.2 3.8 9.8 5.5 14.5 10.8 11.8 10.4 8.

ハコモノ施設の整備・活用 564 31.1 48.4 30.6 39.2 23.9 49.3 31.3 21.9 43.4 30.

交通結節点の整備（鉄道駅関
連施設） 149 8.2 11.5 1.6 5.9 4.0 8.9 6.0 25.3 3.8 4.

公共施設（広場、通路等）の整
備・活用 623 34.3 41.5 38.7 49.0 40.8 40.1 45.8 40.1 40.6 43.

土地・建物の取得 129 7.1 11.5 4.8 11.8 14.4 7.1 8.4 5.1 5.7 0.

その他 519 28.6 39.3 36.6 29.4 31.3 31.2 37.3 32.5 32.1 26.

提案事業類型

採択地区の割合が４０％以上

採択地区の割合が３０％以上４０％未満

採択地区の割合が２０％以上３０％未満

4

7

0.0

4

1

7

7

4

3

5

0

1

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）都市再生整備計画の基礎的分析 

 

¶ 多彩な提案事業の組合せで効果をあげている事例  

 「洞爺湖温泉地区」（北海道洞爺湖町（旧虻田町））では、観光を平成11年の有珠山噴火以

前の状態に回復することを目標に、提案事業を積極的に活用し「火山と共生する観光地」

づくりを行っている。 

 主な提案事業は、ビジターセンターと一体となった火山科学館の移転、旧火山科学館の体

験学習施設への改修、空き店舗を活用したアンテナショップ、イルミネーションストリー

ト、手湯、病院跡地を買収して整備した噴水広場などである。なお、主な基幹事業として

は、足湯ポケットパーク、観光案内版、歩道照明、景観植栽事業等を実施している。 

 これらは、観光協会や旅館組合、ＮＰＯ等でつくる「魅力あ

る観光地づくり推進委員会」が主体となって具体的に検討さ

れたものである。結果、観光入込客数、宿泊数については、

当初の目標である噴火前の数値を達成することができた。 

 

 

 

 

 32■写真 3.3.1 火山科学館      ■写真 3.3.2 イルミネーションストリート  ■写真 3.3.3 手湯 
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（２）まちづくり交付金ならではの事業の実現 

 
・住民等の発想・発意を活かした事業など、まちづくり交付金だからこそ実現できた事業が多い。

 

 完了地区の６割以上の地区で、まちづくり交付金だからこそ実現できた事業があり、その

内容は、提案事業や地域生活基盤施設、高質空間形成施設等である。【図3.3.3～3.3.4】 

 完了地区の５割以上の地区で住民等（住民や市民団体、商工会等）の発想・発意が活かさ

れ、事業が実施された。【図3.3.5～3.3.6】 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

出典）完了地区に対する市町村アンケート結果 

■図 3.3.3 まちづくり交付金だからこそ実現できた

事業の有無 
 
 

[2] ない
30.1%

[3] わからない
7.8% [1] ある

62.1%

当該地区では、まちづくり交付金だからこそ実現できた市町村独自の事業はありま
すか？ （１つだけ選択）

85

88

51

60

164

22

78

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180

[1] 基幹事業：地域生活基盤施設

[2] 基幹事業：高質空間形成施設

[3] 基幹事業：高次都市施設

[4] 基幹事業：上記以外

[5] 提案事業：地域創造支援事業

[6] 提案事業：事業活用調査

[7] 提案事業：まちづくり活動推進
事業

まちづくり交付金だからこそ実現できた事業について、該当するものを全て選択し、
それぞれ具体的な事業名を記入して下さい。

出典）完了地区に対する市町村アンケート結果 

■図 3.3.4 まちづくり交付金だからこそ実現できた事業 
 

 

 

[2] ない
56.0%

[3] わからない
14.4%

[1] ある
29.6%

当該地区では、首長の発想・発意を活かした事業がありましたか？（１つだけ選択）

 
 
 
 
 
 
 

[1] ある
54.5%

[3] わからない
3.5%

[2] ない
42.0%

当該地区では、住民等（住民や市民団体、商工会等のまちづくり関連団体等）の発
想・発意を活かした事業がありましたか？（１つだけ選択）

出典）完了地区に対する市町村アンケート結果 

■図 3.3.5 住民等の発想・発意による事業の有無         ■図 3.3.6 首長の発想・発意による事業の有無 
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¶ まちづくり交付金ならではの活用事例～教育施設への活用「鮎川地区」  

 和歌山県田辺市鮎川地区は、旧大塔村の中心地区であり、旧村の人口の 65％を占める地域

コミュニティの核である。「鮎川地区」では、まちづくり交付金を活用して、居住の安全性・

利便性・快適性を備える地区となることを目指して、道路の改善、住・教育環境整備、防

災拠点施設の改善等の事業を実施したが、特に、教育施設に提案事業を活用していること

が特徴的である。 

 市町村合併に伴い旧大塔村役場庁舎の３階部分が空きスペースとなったことから、改装し

て図書館を移転させた。役場時代のパーティションやデスクを取り外し、床を改修した。

図書は従来のものを活用、机や椅子は合併により不要になったものを再利用することで廉

価で整備することができた。 

 旧村で唯一の中学校では、プレハブ増築だった美術室、技術室を解体し、ＲＣ３階建ての

美術室、技術室、普通教室１室を提案事業により整備した。 

 

 

 

 

 

 

■写真 3.3.4 旧役場３階を改装した図書館      ■写真 3.3.5 中学校の増築 

 

 

¶ まちづくり交付金ならではの活用事例～観光集客施設への活用「鉄輪温泉地区」  

 「鉄輪温泉地区」（大分県別府市）では、市道の美装化をきっかけとして、まちづくり交付

金を活用した取組みが始まった。当該地区のメインストリートは、幾度にも渡る温泉管の

掘返しにより、舗装はまだら模様になり、良好な景観が損なわれた状態が長く続いていた

ため、美装化の実施を検討していたが、市の単独事業では実施が困難であり、地元調整も

難航していたところ、地域の実情に応じた取組みが可能なまちづくり交付金制度について

知り、石畳の美装化とともに温泉管共同ＢＯＸの敷設を実現することができた。 

 むし湯は、石菖
せきしょう

という草を用いたもので、全国でも珍しい施設である。このむし湯の建替

えによるグレードアップを提案事業としてまちづくり交付金により実施しており、当該施

設は平成18年8月にリニューアルオープンしたが、指定管理者であるＮＰＯ法人「鉄輪温

泉共栄会」の活動や、市のPR活動、駐車場や道路美装化等の整備による相乗効果により、

平成19年度の年間利用者数は以前の18,000人から34,000人に増加している。 

 

 

 

 34



 

 

 

 

 

 

 

 

             出典）左及び中：別府市資料 右：本調査で撮影

■写真 3.3.6 整備前の市道    ■写真3.3.7 整備後の市道      ■写真 3.3.8 むし湯 

 

 市が、後継者がいなくなった旅館の買取りを打診された際、市・民間・鉄輪温泉共栄会で

構成される「鉄輪温泉地区まちづくり整備事業受入協議会」において当該施設の鉄輪に相

応しい活用を検討し、蒸し釜料理を活かした施設とすることに決定した。まちづくり交付

金の活用を通じて地域住民との協働の体制が育成されていたことから、協議会からアイデ

アが出た平成19年12月からわずか１年間で具体的な構想をまとめることができた。 

 

¶ 住民や首長の意見が活かされたまちづくり事例「美濃地区」  

 「美濃地区」（岐阜県美濃市）では、中心市街地にある伝統的建造物群保存地区（以下、伝

建地区）を活用しつつ、市民力を再生するまちづくりを推進している。伝建地区の保全と

毎年のイベント（あかりアート展）の成功実績を基に、平成16年度からまちづくり交付金

を活用して、伝建地区の周辺を含むエリアで交流人口を増やす取組みを総合的に展開して

いる。 

 交流人口の増加は長年の課題であり、特に、伝建地区に回遊性を持たせるため、道の駅に

車を止めて自転車で伝建地区に誘導すること、その過程で川沿いの散策も行うよう誘導す

ることは市長のアイデアである。市の限られた財源を有効に活用するという観点から、計

画段階から相乗効果を期待した内容にすることを考えていた。 

 市では、まちづくり交付金のスキームに習い、「市独自のまち交制度」を創設した。３つあ

る学校区の住民を組織化し、住民税の１％（１地区 2,000 万円程度）を自由に使って、地

域住民が自らまちづくりに取り組んでいる。 

 
 

 

 

 

 

出典）美濃市資料 

■写真 3.3.9 道の駅            ■写真 3.3.10 伝建地区のまちなみ 

 35



¶ 住民や首長の意見が活かされたまちづくりの事例「旧勝山城下地区」  

 「旧勝山城下地区」（福井県勝山市）では、市長の「エコミュージアム構想」に端を発して、

自然遺産、歴史・文化遺産、産業遺産を活かしたまちづくりを進めており、この構想を実

現するツールとしてまちづくり交付金を活用し、絹織物機場を改装した地域交流センター、

大清水空間、広場、散策路等を整備している。 

 まちづくり交付金を活用する以前から住民との協議を積み重ねてきた経緯があり、まちづ

くり交付金による事業を進めるにあたっては、事業内容等に関する住民との協議の場「ま

ちなか整備推進会議」が開催されるようになった。提案事業を活用してこの会議で議論さ

れた事業を実現する等、住民と共に培った成果を次に繋げていくことを意識して取り組ん

でいる。事業着手後も事業の進め方や整備内容について意見を聞く場として「まちなか整

備推進会議」を開催している。 

 県が個人宅の修景への補助（歴史的街並み景観補助制度）を行っているが、申請された家

屋のほとんどが都市再生整備計画の区域内であり、まちづくり交付金を活用したまちづく

りにより住民の意識を高まっている。 

 

 

 

 

 

 

出典）勝山市資料 

■写真 3.3.11 大清水空間     ■写真3.3.12 地域交流センターに改装された旧機業場 
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3.4 市町村にとって使いやすいまちづくりツールとなっているか 

 

（１）市町村にとっての使いやすさ 

・まちづくり交付金は、市町村にとって柔軟に予算執行できるまちづくりツールである。 
 

 

 完了地区の８割の地区で、交付期間中に各事業に対し計画的に予算が確保できたと認識し

ており、また、８割の地区が事業間での国費充当の柔軟性等の特徴が事業進捗によい影響

があったと認識している。【図3.4.1～3.4.2】 

 

[1] 非常によい
影響があった

33.6%

[4] 全くよい影響
はない
1.9%

[5] わからない
5.2%

[3] あまりよい影
響はない

10.3%

[2] まあまあよい
影響があった

49.1%

まちづくり交付金の制度の特徴である、事業間の国費の調整が可能であることは、
事業進捗によい影響がありましたか？（１つだけ選択） 

 
 
 
 
 
 
 
 

出典）完了地区に対する市町村アンケート結果 

■図 3.4.1 事業間の国費の調整に関する評価  

 

[2] まあまあ計
画的に予算確

保できた
56.8%

[3] あまり変わり
ない
15.5%

[5] わからない
1.4%

[4] 予算確保で
きなかった

3.3%

[1] 非常に計画
的に予算確保で

きた
23.0%

まちづくり交付金であることで、交付期間中に各事業に対し計画的に予算確保がで
きましたか？（１つだけ選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）完了地区に対する市町村アンケート結果 

■図 3.4.2 期間中の計画的な予算確保に関する評価 
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（２）関係各課との連携 

・ 多様な事業を総合的に進めるために、庁内で関係各課と連携する機会となった。 
 

 

 完了地区の多くの地区では、実施地区の事業担当課が進捗管理や調整等を行っていたが、

事業担当課とは別途にまちづくり交付金による事業を統括する部署があり、その部署が進

捗管理や調整等を行っている場合もある。【図3.4.3】 

 完了地区の７割弱が、庁内関係各課の連携が進んだと認識している。【図3.4.4】 

 

  
 
 
 
 
 
 
 

 
出典）完了地区に対する市町村アンケート結果 

■図 3.4.4 庁内連携に関する評価 

 
 

317

126

46

12

0 50 100 150 200 250 300 350

[1] まちづくり交付金の実施地区の事業
担当課が進捗管理や調整等をしていた

[2] まちづくり交付金の実施地区の事業
担当課とは別途に、まちづくり交付金事

業を統括する役割の部署があり、その課
が進捗管理や調整等をしていた

[3] 関係各課により構成される庁内検討
会等を設置し、それにより進捗管理や調

整等をしていた

[4] その他

当該地区では、交付期間中の事業管理（事業の進捗管理、関係各課との調整等）
は、どのような体制で行われましたか？（該当するものを全て選択）

[2] まあまあ進
んだ
62.4%[3] あまり進んで

いない
24.2%

[5] わからない
6.1%

[4] 全く進んでい
ない
2.1%

[1] 非常に進ん
だ

5.2%

まちづくり交付金を活用して事業を実施したことにより、庁内での関係各課とのまち
づくりに関する連携が進んだと思いますか？（１つだけ選択）

出典）完了地区に対する市町村アンケート結果 

■図 3.4.3 事業管理の状況 

 
 
¶ 関係各課との連携に効果をあげている事例「松山中心地区」  

 「松山中心地区」（愛媛県松山市）では、企画及び市民のまちづくり支援のための部署「坂

の上の雲まちづくりチーム」が事業全体をコーディネートしている。 

 「坂の上の雲まちづくりチーム」は、ハード整備に関する予算は持っておらず、関係する

５部13課（観光、教育、福祉等）の全体調整及び市民の学習・活動支援等のソフト事業を

担当しており、このような体制でまちづくり交付金によるまちづくりを遂行することによ

り、各部課のハード事業とソフト事業を連携させ、他部局間にわたる取組みを一定のテー

マのもとにまちづくりの方向性が築くことができた。 
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（３）継続的なまちづくりへの寄与 

 

・ 継続してまちづくり交付金を活用する地区では、前期の経験を活かして取り組んでいる。

・ まちづくり交付金の経験から、庁内において総合的なまちづくりのノウハウが蓄積されて

いる。 

・ まちづくり交付金はＰＤＣＡサイクルの考え方を採用した制度であり、継続的なまちづく

りを考え、次に繋げる効果のある制度である。 

 

 

 

 

 

 完了地区の５割以上で、まちづくり交付金を活用したことにより、まちづくりのノウハウ

が庁内に蓄積できたと認識している。【図3.4.5】 

 また、まちづくり交付金は、事後評価を通じて目標の達成状況等を検証し、その要因分析

を行うとともに、今後のまちづくり方策を検討するものであることから、完了地区の８割

以上で、継続的なまちづくりを具体的に考え、次に繋げる効果のある制度であると評価さ

れている。【図3.4.6】 

 １期事業が完了し、継続して２期事業を実施する地区では、前期の経験を活かした計画づ

くりが行われている。【事例】 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

[2] まあまあ蓄
積できた

49.8%[3] あまり蓄積し
ていない

37.6%

[5] わからない
8.2%

[4] 全く蓄積して
いない
0.5%

[1] 非常に蓄積
できた
4.0%

まちづくり交付金を活用したことによって、総合的なまちづくりを進めるノウハウが
庁内に蓄積されたと思いますか？（１つだけ選択）

[2] そう思う
73.9%

[3] あまりそう思
わない
9.4%

[5] わからない
5.6%

[4] 全く思わない
0.2%

[1] 非常にそう
思う
10.8%

まちづくり交付金には、他の制度に比べて、継続的なまちづくりについて具体的に
考え、次につなげる効果があると思いますか？（１つだけ選択）

出典）完了地区に対する市町村アンケート結果          出典）完了地区に対する市町村アンケート結果 

■図 3.4.5 まちづくりのノウハウの蓄積に関する評価     ■図 3.4.6 継続的なまちづくりに関する評価 
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¶ 第１期の経験を活かして第２期に取り組んでいる事例「池田地区」  

 「池田地区」（徳島県三好市）では、第１期の都市再生整備計画に基づく事業を平成16～18

年度、第２期を19～23年度の期間で取り組んでいる。第１期計画では３つの指標のうち２

つが未達成であったが、第２期計画では第１期の事後評価結果を踏まえたまちづくりに取

り組んでいる。 

■表 3.4.1 池田地区の第１期の経験を踏まえた第２期計画との整合 

第 1 期計画で残された課題 
第１期計画に位置づけた 

今後のまちづくり方策 

 
第２期計画 

◆総合体育館への人の流れ

の創出 

 バスターミナルとＪＲ阿波池

田駅間においては、事業効果

の発現が認められるが、もう

一つの交流拠点である「総合

体育館」にはその効果が波及

していない。 

計画区域内の３つの交流拠

点相互のアクセス向上はも

とより、中心商店街への動

線を整備し、同時に歩行者

の安全確保及び交通渋滞

の緩和を図り、周遊ルート

の一部として機能させる。 

 道路事業により、ＪＲ阿波池田

駅から総合体育館までの路線

整備等を実施する。 

◆公共空間の高質化 

 古い町並みや城跡の残る文

教地区において道路の石畳

化等を実施したが、これらを

結ぶ既存路線の整備ができ

ないままでは、十分な効果を

発揮することが難しい。 

これらを結ぶ路線の高質化

を図るとともに、各交流拠点

間のアクセス道とを一体的

な魅力ある周遊ルートとして

設定、構築する。 

 道路の石畳化等の高質化によ

り、整備済みの２路線に直結

する８路線を新たに整備する。

また、提案事業として、これら

の路線を生かした「周遊マッ

プ」を作成する。 

◆住民参加プロセス 

 「フリーマーケット（青空

市）」、「環境美化推進事業」を

計画したが、関係者との協議

が不調に終わり、停滞するこ

ととなった。 

深刻な状況にある中心商店

街の再生に向けて、官民協

働を進める中で、残された

課題を包括的に実現できる

ような取組みを行う。 

 上記の周遊ルートの整備効果

を中心商店街に生かせるよ

う、商店街・商工会議所、中心

市街地活性化担当部局等と連

携した施策を展開する。 

出典）三好市に対するヒアリング結果をまとめ 
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（４）市町村にとっての事務量の評価 
 

 

 

 41

 

・ まちづくり交付金ならではの計画全体を一括採択し、個別施設に関する事前の詳細な審査

は行わないという特徴は、市町村の事務量軽減に寄与している。 

・ まちづくり交付金の事業評価に伴う市町村の事務量は概ね適切である。 

 まちづくり交付金は、個別の事業に対する支援制度ではなく、まちづくりに必要な多様な

事業を組み合わせた都市再生整備計画を一括で支援対象とする制度である。また、国の関

与は、国費の効率的な執行を担保するため、事後的なチェック（事後評価）に重点を移し、

従来の補助金のような個別施設に関する事前の詳細な審査は行わない制度となっている。 

 完了地区の６割以上が、個別の補助事業を複数活用する場合に比べて事務量は軽減したと

回答している。また、事前評価及び事後評価の手続きも概ね適切であると認識されている。

【図3.4.7～3.4.9】 

 事後評価の手続きについて「もっと簡潔でよい」という意見が２割あるが、まちづくり交

付金は事後評価を重視した制度となっていることから、事後評価の実施の参考となる情報

提供に取り組むとともに、その趣旨についてより一層市町村の理解を促進する必要がある。 

 

[6] わからない
8.5%

[2] まあまあ軽
減された

43.9%

[3] 変わらない
11.5%

[5] 全く軽減され
ていない

6.1%

[4] あまり軽減さ
れていない

10.8%

[1] 非常に軽減
された
19.2%

都市再生整備計画の事業の一括採択により、個別の補助事業を複数活用する場
合に比べて、国に対する事務量は軽減されたと思いますか？ （１つだけ選択） 

 
 
 
 
 
 
 
 

出典）完了地区に対する市町村アンケート結果 

■図 3.4.7 まちづくり交付金の事務量に関する評価 

 
 
 
 

 

[2] もっと簡潔で
よい
3.3%

[3] もっと詳細が
よい
2.8%

[4] わからない
20.0%

[1] 概ね適切で
ある
73.9%

計画作成時の事前評価の手続きについてどう思いますか？（１つだけ選択）

[1] 概ね適切で
ある
74.9%

[4] わからない
4.5%

[3] もっと詳細が
よい
0.0%

[2] もっと簡潔で
よい
20.7%

事後評価の手続きについてどう思いますか？（１つだけ選択）

出典）完了地区に対する市町村アンケート結果 

■図 3.4.8 事前評価の手続きに関する評価             ■図 3.4.9 事後評価の手続きに関する評価 



3.5 行政、民間との連携・協働が図られているか 

 

（１）まちづくりに関する住民への公表等 

 
・まちづくり交付金は、都市再生整備計画、事後評価結果等の公表を義務づけており、住民参

加を重視した制度となっている。 
 

 

 市町村は、都市再生整備計画、事後評価結果等の公表を行い、まちづくり交付金による取

組みについて、住民等への説明を行っている【表3.5.1、図3.5.1】 

 多くの地区ではインターネットと広報等の他の媒体と組み合せて都市再生整備計画を公表

する等、概ね適切に公表を行っているが、一部の地区においては、閲覧のみの公表として

いたり、公表期間が短くなっている。【図3.5.2～3.5.3】 

≪課題≫ 

 まちづくりに対する住民等の理解を促進するためにも、より一層の適切な方法による公表

等が望まれる。 

■表 3.5.1 住民等に対する計画の公表等 

手続き 根拠 

・都市再生整備効計画の公表 ・法46 条第12 項（法定義務） 

・事後評価原案の公表 

・まちづくり交付金評価委員会

により審議 

・事後評価結果の公表 

・まちづくり交付金事後評価 

実施要領 

 

・モニタリング結果の公表 

（適宜） 

・まちづくり交付金事後評価 

実施要領 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

出典）北九州市ホームページ

■図 3.5.1 事後評価原案の公表事例 
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0 200 400 600 800

広報

回覧

ホームページ

窓口閲覧

その他の媒体

地区

都市再生整備計画の公表方法(複数回答)

広報だけ28　広報と他の組合せ191

HPだけ375               HPと他の組合せ414

回覧だけ4　回覧と他の組合せ25

窓口だけ360             窓口と他の組合せ439

219

29

789

799

148

⑤交付終了
後一定時期

まで
36.2%

④交付期間
終了まで

30.9%

不明等
0.8%⑥交付終了

後も継続
16.6%

①交付開始
～１月以内

1.5% ②交付開始
～１年以内

6.0%

③交付開始
～１年以上

8.0%

ホームページによる公表期間(N=789)

   ■図3.5.2都市再生整備計画の公表方法            ■図3.5.3ホームページによる公表期間 

 

¶ 住民にわかりやすい説明を行い事業を進めている事例  

 「洞爺湖温泉地区」（北海道洞爺湖町）では、計画作成にあたり、温泉地区居住者を対象に、

事業内容や具体的な目標値、事業費をわかりやすく示したアンケート調査を実施した。 

 アンケートにおいて、「洞爺湖温泉町の賑わいを再生する」を目標に、観光入込み客数を有

珠山噴火前（平成11年）の355万人、宿泊者数72万人を目指すことを説明した上で、個々

の事業内容、総事業費及び地区の１世帯当たりの事業費（9,200 円/世帯・月）を明示し、

事業への賛否を調査したところ、約８割の住民の賛成が得られた。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典）洞爺湖町資料 

■図 3.5.4 アンケート票 
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（２）住民等との連携・協働 

 
・概ね半数の地区で協議会の設置や勉強会の開催等、住民等との協働の取組みを実施している。

 
・まちづくり交付金を活用してまちづくりを進めることにより、住民等のまちづくりへの関心

が高まっている。 
 
 

 完了地区の約半数の地区で、事業期間中、制度として実施する公表だけではなく、協議会

の設置や勉強会の開催等、住民等との協働の取組みを実施している。【図3.5.5】 

 完了地区の半数以上で、まちづくり交付金により住民等のまちづくりへの関心が高まった

と感じている。【図3.5.6～3.5.7】 

 住民等からもまちづくり交付金は使い勝手の良い制度であると評価されている。【事例】 

≪課題≫ 

 完了地区の半数以上で住民等のまちづくりへの関心が高まったと感じているが、３分の１

の地区ではあまり関心が高まっていないと感じている。まちづくりの効果を持続的に発揮

していくためにも、住民等との連携・協働は重要であり、より一層の取組みの促進が必要

である。 

 
 
 
 
 
 
 
 

[2] 実施していな
い

51.3%

[1] 実施した
48.7%

都市再生整備計画の作成から交付期間中にかけて、住民と行政による協議会の設
置や勉強会の開催等、住民との協働による取組みを実施しましたか？（事後評価
時に行ったものは除く）（１つだけ選択）

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

出典）完了地区に対する市町村アンケート結果 

■図 3.5.6 住民等のまちづくりへの関心に関する評価 

[1] 非常にそう
思う
6.4%

[4] 全く思わない
1.6%

[5] わからない
9.4%

[3] あまりそう思
わない
33.4%

[2] そう思う
49.2%

当該地区では、まちづくり交付金により、住民等のまちづくりへの関心が高まったと
思いますか？（１つ選択）

出典）完了地区に対する市町村アンケート結果

■図 3.5.5 住民等のまちづくりへの関心に関する評価 

出典）完了地区に対する市町村アンケート結果

■図 3.5.7 住民等のまちづくりの意識     

118

96

91

80

85

5

0 20 40 60 80 100 120 140

 まちづくりに対する住民の理解が深
まった

地域住民や民間等によるまちづくり活
動が行われるようになった

[3] 住民と行政の連携が一層深まった

[4] まちづくりについて住民から積極的な
意見や提案がでるようになった

[5] 整備した施設の運営・維持管理につ
いて住民が主体的に取り組むようになっ

た

[6] その他

[1]

[2] 

具体
まで

的に住民の意識にどのような効果を与えたと思いますか？（代表的なもの３つ
選択可）
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¶ 事業終了後も住民と協働して効果を持続している事例  

 「砂川駅周辺地区」（北海道砂川市）では、まちづくり交付金を活用して駅東部の鉄道跡地

に地域交流センターを整備したが、まちづくり交付金活用以前から地域交流センターの設

計、運営のあり方についてワークショップや協議会で住民とともに検討を重ねてきた。 

 住民は、当初は「施設を使わせてもらう」という意識で参加していたが、やがて、市民に

よる管理運営の可能性について検討していくうちに、「施設を自分達で使いこなしていく」

という意識に変化していった。地域交流センターが完成する頃には、協議会がＮＰＯ法人

へと発展し、このＮＰＯ法人は市より地域交流センターの指定管理者に指定された。 

 まちづくり交付金の交付期間終了後も、住民等がＮＰＯ法人の職員や会員となって事業の

企画立案に参画するほか、登録ボランティアによる日常活動を実施している。 

 また、人口２万人弱のまちで年間利用者数８万人の市民交流が生まれている。 

■表 3.5.2 住民参加・官民協働の経緯 

時期 出来事 

平成14年度 
・「地域交流センター利活用懇話会」 

→基本設計に対する要望の取りまとめ。 
  

平成15年度 

・「地域交流センター運営協議会準備会」 

→市民による管理運営の可能性について協議。 

意見を基本設計の見直しに反映。 

 

平成16年度 

・「地域交流センター運営協議会」（提案事業） 

→市民運営を志向し、管理運営の基礎知識を 

習得。 

・まちづくり交付金 

平成17年度 

・協議会が「砂川市地域交流センター管理 

運営提案書」を市に提出。(H17.12) 

・「ＮＰＯ法人ゆう」設立(H18.2) 

 

平成18年度 
・「ＮＰＯ法人ゆう」が指定管理者に指定(H18.7)

・地域交流センター「ゆう」オープン(H19.1) 

・まちづくり交付金終了 

(H19.3) 

平成19年度 利用実績：約8万2000人(H19.4～H20.3) 

平成20年度 利用実績：約6万8000人(H20.4～H21.1) 

出典）砂川市資料及びヒアリング結果をまとめ 
 

 

 

 

 

 

 

出典）地域交流センターゆうホームページ

■写真 3.5.1 イベントの模様 

出典）砂川市資料

■図 3.5.8 地域交流センター 
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¶ 住民等のまちづくり交付金による取組みに対する評価 

 

１）「鶴岡市街地区」（山形県鶴岡市） 商店街の評価 

 山形県鶴岡市の山王商店街では、まちづくり交付金の活用以前から市と商店街とでまちづ

くりの計画を相談しており、まちづくりの熟度が高まったところで、まちづくり交付金を

活用した。 

 商店街のメインストリートについて、地域の実情に合わせた事業が実施できる制度であっ

たこと及び道路と共同駐車場等の地域に必要な事業をパッケージで実施できる制度であっ

たことからまちづくり交付金が活用され、地域のニーズに合った取組みに活用できる使い

勝手が良い制度であると評価されている。 

 

２）「文学の小径地区」（群馬県渋川市） まちづくり勉強会の参加者の評価 

 群馬県渋川市では、住民等がまちづくりについて学び、事業のアイデアを検討する「学び

実践塾」を提案事業として平成 18 年度から平成 20 年度にかけて実施している。当該事業

は、住民等が検討したまちづくりの内容を行政や観光団体の前で発表するものであり、市

はこの実践塾において検討された内容を、まちづくり交付金による取組みに反映させてい

る。このように住民が検討した内容を事業に反映させていることも住民等に評価されてい

る。 

 

 

 

 

 

 

出典）渋川市資料 

■写真 3.5.3 学び実践塾の様子       ■写真3.5.4 発表の様子 

 参加した住民等からは、地域について学ぶ貴重な機会であった、地域外の目線からの意見

が新鮮だった等の感想が寄せられたほか、喫茶店や旅館の情報を集めるなどの住民活動も

行われ、まちづくりへの関心が高まったと考えられる。 
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3.6 評価のまとめ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）まちづくり交付金の有効性に関する評価 

 

①多様な課題に対応した都市再生の推進に寄与 

まちづくり交付金には、地区や面積に関する要件はなく、事業主体である市町村は、まちづく

りの目標の達成に必要な幅広い事業等を対象とすることができる制度であることから、平成 16

年度の制度創設以来、平成20年度までに全国836市町村、延べ1,518地区において、中心市街

地活性化等、様々な地域の目標の達成に向けたまちづくりが実施されており、多様な課題に対応

した都市再生の推進に活用できる制度である。 

個々の地区においては、目標を定量化する指標及びその目標値を設定して、まちづくりの成果

をわかりやすく説明しており、９割の指標が目標値を達成又は目標達成に至らずとも従前よりも

改善が見られ、個々の地区におけるまちづくりの効果が確認されており、まちづくり交付金は全

国の都市再生の推進に寄与している。 

 

■表 3.6.1 指標の目標達成状況              ■表 3.6.2 指標の成果 

                 出典）表3.1.4 より抜粋 

 

 

 

 

 

 

指標名 単位 伸び 

人口 人 1.10 倍

観光入込客数 人/年 1.12 倍

来街者数 人/年 1.24 倍

歩行者交通量 人/日 1.11 倍

駅乗降客数 人/年 1.04 倍

地域交流施設の利用者数 人/年 1.28 倍

公園・広場の利用者数 人/年 1.21 倍

まちづくり活動の参加者数 人 2.04 倍

まちづくり等に関する満足度 ％ 1.57 倍

目標達成度 
指標数 ○ △ × 

1,501 

(100.0%) 

987 

(65.8%) 

376 

(25.0%) 

138 

(6.2%) 

 

・一方、地区によっては目標を効果的に実現するための事業内容の確保が十分に図られていな

い、規模の小さな市町村では財政面での理由等から活用割合が低いなど、まちづくり交付金の

制度や活用に関して課題もある。 

出典）表3.1.6 より抜粋

・まちづくり交付金は、様々なまちづくりの課題に対応した都市再生に活用できる制度であり、

地域の実情に応じた総合的なまちづくりを推進することが可能な制度である。 

・また、都市再生整備計画による一括採択や提案事業のように、まちづくり交付金ならではの

使いやすさもあり、今後もまちづくり交付金を活用したいとする市町村のニーズも高い。 
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②総合的なまちづくりを集中的・効率的に実現 

まちづくり交付金により、特定のまちづくりを実施すべき地区において一括採択によりハード

事業からソフト事業まで多彩な事業を組み合わせて、地域の実情に応じた総合的なまちづくりが

効果的に実施されており、まちづくりを加速させ、あるいは事業実施のタイミングを合わせるこ

とで相乗的な効果を発揮している。まちづくり交付金を活用した地区の９割が、複数の事業の組

合せによる相乗効果が発揮されたと認識しており、ほとんどの地区において、期待通りのまちづ

くりが実現できたと感じている。 

このように、まちづくり交付金は、複数の事業の組合せや集中投資などにより、まちづくりの

相乗効果が大いに期待できる制度である。 

 特に、様々な事業を組み合わせて、必要な区域・期間において集中的に投資できることによる

総合性の発揮が、まちづくり交付金の最大の特徴であり、このような特徴を活かしたまちづくり

が全国で推進されている。 

 

 

 

 

[1] 大いに相乗
効果が感じられ

る
27.5%

[4] 全く相乗効
果が感じられな

い
0.2%

[5] わからない
2.6%

[3] あまり相乗
効果が感じられ

ない
5.6%

[2] まあまあ相
乗効果が感じら

れる
64.1%

まちづくり交付金（関連事業を含む）により複数の事業を組合せて実施することによ
り、事業間の相乗効果が発揮されたと思いますか？（１つだけ選択）

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）図3.2.3 を再掲 

■図 3.6.1 相乗効果に関する評価 
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③地域の創意工夫を活かしたまちづくりの推進 

まちづくり交付金は、市町村の提案に基づく事業を支援対象にする等、地域の創意工夫を活か

したまちづくりが実現できる制度であり、まちづくり交付金を活用して、多くの地区において、

提案事業、高質空間形成施設、地域生活基盤施設等として、まちづくり交付金だからこそ実現で

きた事業が実施されている。 

また、まちづくりへの住民等の主体的な参画を促すような地域のまちづくり活動等についても、

提案事業としてまちづくり交付金の支援対象となることから、このような事業の実施を通じて、

住民等との協働のまちづくりを展開する地区も多く見られる。このため、完了地区のうち５割以

上の地区において、住民等の発想・発意を活かした事業等が取り組まれており、基幹事業と組み

合わせて、地域の創意工夫を活かしたまちづくりが進められている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                      

 

[2] ない
30.1%

[3] わからない
7.8% [1] ある

62.1%

当該地区では、まちづくり交付金だからこそ実現できた市町村独自の事業はありま
すか？ （１つだけ選択）

   
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[1] ある
54.5%

[3] わからない
3.5%

[2] ない
42.0%

当該地区では、住民等（住民や市民団体、商工会等のまちづくり関連団体等）の発
想・発意を活かした事業がありましたか？（１つだけ選択）

出典）図3.3.5 の再掲

■図 3.6.4 住民等の発想・発意による事業の有無

出典）図3.3.4 の再掲 

■図 3.3.4 まちづくり交付金だからこそ実現できた事業 

85

88

51

60

164

22

78

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180

[1] 基幹事業：地域生活基盤施設

[2] 基幹事業：高質空間形成施設

[3] 基幹事業：高次都市施設

[4] 基幹事業：上記以外

[5] 提案事業：地域創造支援事業

[6] 提案事業：事業活用調査

[7] 提案事業：まちづくり活動推進
事業

まちづくり交付金だからこそ実現できた事業について、該当するものを全て選択し、
それぞれ具体的な事業名を記入して下さい。

出典）図3.3.3の再掲

■図 3.6.3 まちづくり交付金だからこそ実現できた事業

の有無 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

地区平均

中心市街地活性化

防災

少子高齢化への対応

人口定着

観光・交流

アメニティの向上

交通利便性の向上

地域コミュニティの形成

その他

基幹事業（道路、公園等） 基幹事業（地域生活基盤等） 基幹事業（市街地整備関連） 提案事業

（％）

出典）図3.3.2 の再掲

■図 3.3.2 目標類型別の基幹事業・提案事業の事業費割合 
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④市町村にとって使いやすいまちづくりツールとなっている 

まちづくり交付金は、都市再生整備計画に記載された範囲内であれば、事業間での流用が可能

であること等の予算執行の柔軟性や、計画全体を一括で採択し、従来の補助金のような個別施設

に関する事前の詳細な審査は行わない等の市町村の事務量軽減により、市町村にとって使い勝手

の良い制度である。 

また、まちづくり交付金はＰＤＣＡサイクルの考え方を採用した制度であり、継続的なまちづ

くりを具体的に考え、次に繋げる効果のある制度である。実際に、まちづくり交付金を活用した

まちづくりに取り組んだ地区においては、その取組みに関する評価を通じて検討された今後のま

ちづくり方策を踏まえて、継続した取組みが実施されている。 

さらに、ハード・ソフト両面の多様な事業を組み合せて総合的なまちづくりに取り組む制度で

あることから、庁内で関係各課と連携する機会にもなっており、これにより庁内における総合的

なまちづくりのノウハウが蓄積にも貢献している。 

このような、まちづくり交付金の使い勝手の良さから、まちづくり交付金を完了した地区では、

今後もまちづくり交付金を活用したいとするニーズが高い。 

 

[6] わからない
8.5%

[2] まあまあ軽
減された

43.9%

[3] 変わらない
11.5%

[5] 全く軽減され
ていない

6.1%

[4] あまり軽減さ
れていない

10.8%

[1] 非常に軽減
された
19.2%

都市再生整備計画の事業の一括採択により、個別の補助事業を複数活用する場
合に比べて、国に対する事務量は軽減されたと思いますか？ （１つだけ選択）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[2] まあまあ計
画的に予算確

保できた
56.8%

[3] あまり変わり
ない
15.5%

[5] わからない
1.4%

[4] 予算確保で
きなかった

3.3%

[1] 非常に計画
的に予算確保で

きた
23.0%

まちづくり交付金であることで、交付期間中に各事業に対し計画的に予算確保がで
きましたか？（１つだけ選択）

出典）完了地区に対する市町村アンケート結果 出典）完了地区に対する市町村アンケート結果

■図 3.4.7 まちづくり交付金の事務量に関する評価 ■図 3.4.2 期間中の計画的な予算確保に関する評価 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

129

119

150

36

24

0 20 40 60 80 100 120 140 160

[1] 現在実施している地区で引き続き活
用したい（２期計画として活用）

[2] 現在実施している地区とは別の地区
で活用したい

[3] 現段階では活用したい具体的な地区
はないが、機会があれば活用を考えたい

[4] 今後活用する予定はない

[5] わからない

（問26）今後ともまちづくり交付金を活用したい地区はありますか？（１つだけ選択、
ただし、[1]及び[2]のみ複数選択可）

出典）完了地区に対する市町村アンケート結果

■図 3.6.７ まちづくり交付金の活用意向 

出典）図3.4.6 を再掲

■図 3.4.6 継続的なまちづくりに関する評価   

[2] そう思う
73.9%

[3] あまりそう思
わない
9.4%

[5] わからない
5.6%

[4] 全く思わない
0.2%

[1] 非常にそう
思う
10.8%

まちづくり交付金には、他の制度に比べて、継続的なまちづくりについて具体的に
考え、次につなげる効果があると思いますか？（１つだけ選択）
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⑤行政、民間との連携・協働が図られている 

まちづくり交付金は、まちづくりの計画作成や取組みにおける住民との協働等のプロセスを重

視した制度である。このため、まちづくり交付金を活用している市町村においては、都市再生整

備計画及び事後評価結果の公表の実施のみではなく、地域のまちづくりの熟度に合わせて、まち

づくり協議会の設置や勉強会の開催等、住民等との連携・協働の取組みが実施されている。 

これにより、住民等のまちづくりへの関心が高まっており、持続可能なまちづくりに向けた住

民発意の事業や住民等による施設の維持管理等の行政と民間との連携・協働の取組みへと繋がっ

ている。 

 

 

[1] 非常にそう
思う
6.4%

[4] 全く思わない
1.6%

[5] わからない
9.4%

[3] あまりそう思
わない
33.4%

[2] そう思う
49.2%

当該地区では、まちづくり交付金により、住民等のまちづくりへの関心が高まったと
思いますか？（１つ選択）

■図 3.6.8 住民等のまちづくりへの関心に関する評価 

出典）完了地区に対する市町村アンケート結果

■図 3.5.7 住民等のまちづくりの意識     

118

96

91

80

85

5

0 20 40 60 80 100 120 140

[1] まちづくりに対する住民の理解が深
まった

[2] 地域住民や民間等によるまちづくり活
動が行われるようになった

[3] 住民と行政の連携が一層深まった

[4] まちづくりについて住民から積極的な
意見や提案がでるようになった

[5] 整備した施設の運営・維持管理につ
いて住民が主体的に取り組むようになっ

た

[6] その他

具体的に住民の意識にどのような効果を与えたと思いますか？（代表的なもの３つ
まで選択可）
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（２）まちづくり交付金の課題 

 

①より効果的な都市再生の推進に関する課題 

まちづくり交付金の事業主体である市町村は、都市再生整備計画の計画区域を自由に設定し、

目標を達成するために必要な各種事業を自由に位置づけることができるが、目標を効果的に実現

するための事業内容が必ずしも十分ではない事例も見受けられる。まちづくり交付金を活用した

都市再生をより一層推進するため、目標と事業内容の整合性や目標を定量化する指標の設定等に

ついて更なる適正化を図ること等により、市町村によるまちづくり交付金のより効果的な活用の

促進を図ることが必要である。 

また、まちづくりの効果を持続的に発揮していくためには、住民等との連携・協働も重要な要

素である。住民等との連携・協働を図るためには、住民等に対して計画等の公表を適切に行うこ

とが基本であるが、一部の地区においては、都市再生整備計画や事後評価結果について閲覧のみ

の公表としていたり、公表期間が短くなっている等、取組みが十分ではない例も見られる。さら

に、完了地区の半数以上で住民等のまちづくりへの関心が高まったと感じているが、約３分の１

の地区ではあまり関心が高まっていないと感じている等、住民等との連携・協働の取組みは十分

ではなく、より一層の取組みの促進が必要である。 

 

②中小市町村における都市再生の推進に関する課題 

まちづくり交付金は、全国の都市再生に活用されているが、人口規模が比較的小さな市町村、

財政力の低い市町村での活用割合が低い。しかしながら、まちづくり交付金を活用していない市

町村のうち、まちづくり交付金を活用した集中的な都市再生に取り組む意欲を持っている市町村

が約３分の１を占める等、このような中小市町村等においてもまちづくりのニーズがあると考え

られる。このようなまちづくり交付金を活用していない市町村において、活用していない最大の

理由は、市町村負担分の事業費を用意することができないことであり、これに続いて、都市再生

整備計画の作成や目標・指標設定等のまちづくりに関する市町村のノウハウが不足していること

が活用していない理由に掲げられている。このため、まちづくりに取り組む意向を持った市町村

へのより積極的な支援により、全国の都市再生をより一層推進することが必要である。 
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                                 出典）図3.1.1 の再掲 

■図 3.1.1 都市規模別の地区数、導入市町村割合  

 

■表 3.6.3 まちづくり交付金を活用していない市町村の活用意向 

回答 回答数 
542 市町村 

に対する割合

[1] まちづくり交付金を活用する見込みは未だない。 

[2] 具体的な検討はしていないが、近年中に交付金を活用する考え。 

[3] 既にまちづくり交付金の活用に向け、具体的に準備している。 

無効等 

351 

142 

45 

4 

64.8%

26.2%

8.3%

0.7%

合計 542 
注）まちづくり交付金を実施していない市町村に対するアンケートにおいて、回答 638 市町村中、まちづくり交付金を知

っていると回答した 542 市町村を集計対象とした。 

出典）まちづくり交付金を実施していない市町村に対するアンケート 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（問６）これまでまちづくり交付金を活用できなかった理由は何か（複数回答可）

86

96

168

28

101

363

11

179

71

21

0 100 200 300 400 500

1課題のある地区がない

2課題のある地区があるが他の支援制度で対応できる

3課題のある地区があるが未だ事業化の段階にない

4実施したい事業が基幹事業のメニューにない

5実施したい提案事業があるが組合せる基幹事業が少ない

6国費率に対する市町村負担分が出せない

7首長や議会等の了解が得られない

8計画作成や事前評価、事後評価のノウハウがない

9どこに相談して、どこから手をつけたらよいのか、わからない

10その他の理由

 

15.9% 

 

17.7% 

 

31.0% 

 

5.2% 

 

18.6% 

 

67.0% 

 

2.0% 

 

33.0% 

 

13.1% 

 

3.9% 

 

542 542 市町村 
に対する割合 

 

 

注）まちづくり交付金を実施していない市町村に対するアンケートにおいて、回答638市町村中、まちづくり交付金を知っ

ていると回答した 542 市町村を集計対象とした。 

出典）まちづくり交付金を実施していない市町村に対するアンケート

■図 3.6.10 まちづくり交付金を活用していない理由 
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③社会的ニーズに対応した都市再生の推進に関する課題 

少子高齢化、環境、歴史・文化・景観を活かした質の高いまちづくり等については、今後の持

続的なまちづくりを進める上での重要な視点であるが、これらの社会的なニーズに対応した目標

を掲げ都市再生に取り組んでいる地区が比較的少ない。しかし、まちづくり交付金により様々な

目的に応じた全国の都市の再生が効果的に進められてきた実績や、制度の市町村への浸透による

活用ノウハウの向上等、都市再生を効果的・効率的に進める手法としてのまちづくり交付金の有

効性に鑑み、これらの社会的ニーズに対応したまちづくりの推進をより一層推進するため、これ

ら施策に関するまちづくり交付金の活用の促進も重要である。 

 

349
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83
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23
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中心市街地活性化

防災
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交通利便性の向上

地域コミュニティの形成
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出典）図3.1.3を再掲 

■図 3.6.11 目標類型別の地区数 
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第４章 まちづくり交付金制度の今後の方向性 

 
 
まちづくり交付金は、まちづくりに意欲のある市町村が、創意工夫を活かしたハード・ソフトの

連携した取組みにより、総合的なまちづくりを進めることができる制度である。 

まちづくり交付金は、全国の都市の再生に大きく貢献してきているところであるが、規模の小さ

な市町村では活用が進んでいない、まちづくりの目標を効果的に実現するための事業内容が必ずし

も十分ではない等、地域のまちづくりをさらに効果的に推進するための改善も必要である。 
 
 
4.1 地域のまちづくりをさらに効果的に進めるための改善 

 
（１）市町村への情報提供・支援の強化 

まちづくりの目標を効果的に実現するための事業内容が必ずしも十分ではない等の事案も一部

の地区で生じたことから、まちづくり交付金の活用によるまちづくりをさらに効果的に進めるた

めに、優良な取組みに関する事例集や地域のまちづくりに対応した計画作成のノウハウに関する

手引きの作成、優良な取組みを実施している地区の行政担当者が自らの取組みを紹介する研修会

の実施等、まちづくりに取り組む市町村への情報提供・支援の強化を図る。 
また、事業評価の実施に関しては、評価の手引き及び指標活用マニュアルを作成し、市町村に

対して情報提供してきているところであるが、まちづくりの効果を持続させ、適切な改善を踏ま

えた継続的な取組みを推進するためには、事後評価を通じたまちづくりの効果の検証、今後のま

ちづくり方策の検討及びその適切な住民等への周知が重要であることから、適切な事後評価の実

施に必要なノウハウ等に関する情報提供については、今後とも適切に取り組み、より一層の理解

の促進を図る。 
 

（２）住民等との連携・協働の促進 

まちづくり交付金を活用してまちづくりを実施している地区においては、住民等との協議会、

ワークショップ等を通じて、計画作成や事業実施プロセスへの住民参加によりまちづくりの効果

を高めている地区が多い。住民参加によりまちづくりを進めることによって、事業が円滑に進捗

するだけではなく、住民等のまちづくりに関する発想・発意が実現することにより、まちに対す

る愛着が生まれ、まちづくり交付金の交付期間終了後も住民主体による施設の管理運営等の取組

みが実施されるなどの継続的なまちづくりの効果が期待できることから、今後ともより一層住民

との協働を促進していくことが必要である。 

住民等との連携・協働のためには、まちづくりに関する計画の内容等について住民等へ十分に

周知していくことが基本となることから、その周知については適切な方法を用いて実施すること
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が求められる。一部の地区においては、都市再生整備計画や事後評価結果について閲覧のみの公

表としていたり、公表期間が短くなっている等、取組みが十分ではない例も見られており、住民

等への周知の更なる充実を図ることが必要である。これまでも望ましい公表方法について考え方

を示す等取り組んできたところであり、引き続き、住民との連携・協働の基礎となる住民等への

周知の一層の充実を図る。 

また、住民等との連携・協働について、効果的な成果をあげている事例に関する情報提供を行

うとともに、これまでまちづくり交付金によるＮＰＯ等が行う事業への支援については市町村を

経由した間接交付として行われてきたが、平成20年度のまちづくり交付金の制度改正において、

都市再生特別措置法第 46 条の２第１項の規定に基づく市町村都市再生整備協議会を交付対象と

することができるようになったことから、この制度の普及に努め、当該制度の活用を通じた住民

等との更なる連携を推進していくことも重要である。 

 

 

4.2 まちづくり交付金を活用していない市町村への支援の強化 

    

まちづくり交付金は人口規模が比較的小さな市町村、財政力の低い市町村では活用割合が低い

が、これらの中小市町村においてもまちづくり交付金へのニーズは高い。これらの中小市町村に

おいては、市町村負担分の事業費が用意することができないこと、都市再生整備計画の作成や目

標・指標の設定等のまちづくりに関するノウハウが不足していること等の理由により、まちづく

り交付金を活用した都市再生を推進することができていない。このようなことから、まちづくり

交付金をこれまで活用していない中小市町村が、地域の課題に対応したまちづくりに積極的に取

り組むことができるよう、財政面における支援や、総合的なまちづくりに関する情報提供や研修

の充実等まちづくりのノウハウに関する支援の強化を図ることが必要である。 

 
 
4.3 まちづくり交付金の社会的ニーズに応じた分野への活用 

  
まちづくり交付金により様々な目的に応じた全国の都市再生が効果的に進められてきた実績や、

制度の市町村への浸透による活用のノウハウの向上等、都市再生を効果的・効率的に進める手法

としてのまちづくり交付金の有用性から、中心市街地の活性化、歴史まちづくり、低炭素型まち

づくり、公共交通と連携したまちづくり、少子高齢化対策等、重点的に推進すべき分野における

まちづくり交付金の活用がより一層促進されるよう制度の充実を図ることが必要である。 
また、これらの社会的なニーズに対応したまちづくりを推進するためには、市町村においてま

ちづくり部局だけではなく、まちづくり部局と文化、福祉等を担当する部局との庁内連携の取組

みが重要であり、市町村における適切な庁内連携による総合的なまちづくりでのまちづくり交付

金の活用の促進を図ることが必要である。 




